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昨年秋にチリで開かれたIASPEIの会議で、チリの太
平洋沿岸で発生する地震によるアルゼンチンの被害予
測に関する研究発表があった。その帰りにボリビアに
寄ったところ、やはりチリの地震によって350km程度
も離れたラパスでも斜面崩壊や液状化が発生するので
はないかと、知人の地質学者が推定していた。さらに、
スマトラ沖地震1周年記念の会議が12月にシンガポー
ルであった時、将来スマトラの海岸に沿って南東に震
源が移った場合、シンガポールでも震央距離が500km
以内になり被害を受けるのではないかと心配していた。
このような心配ごとを聞いていて、1985年メキシコ・
ミチョアカン地震によるメキシコ市の被害を思い出した。
地震後筆者は大町達夫博士（東京工業大学教授）らとメキ
シコ市や震央付近の太平洋海岸を見て回ったが、震源域
付近の海岸段丘上ではあまり構造物に被害がなかったの
に対し、震源域から約350kmも離れたメキシコ市で多く
の建物が倒壊していて、大変驚いた。ただし、メキシコ市
でも周辺の丘陵地ではまるで被害が発生していなかった。
メキシコ市はメキシコ盆地の南西部に発達した都市で
ある。市の中心地は湖に火山灰からなる粘土やシルトが
堆積してできた超軟弱地盤からなっている。表層はVS=40
～ 60m/s程度の超軟弱な粘性土層から構成され、その深さ
も大変深い。それに対し、市の西部は火山岩からなる丘陵
地区である。地震記録を収集してみると、丘陵地帯では30
～40cm/s2の地表最大加速度であったのに対し、中心地の
湖沼地区では最大で168cm/s2の値が記録されていた。しか
も長周期の波が長い時間継続していた。このように湖沼地
区では丘陵地区に比べて加速度だけでも数倍大きく、速度
や変位ではさらに大きく、また継続時間も長かった。超軟
弱層や盆地状の地形の効果によってメキシコ市の中心部で
は非常に大きく地震動が増幅されたようである。
耐震設計にあたってはこのような表層の増幅特性を
良く考慮しておく必要がある。
話が変わるが、1964年新潟地震の際、信濃川に架
かっていた昭和大橋が落橋した。これや県営アパート
の被害などが液状化の研究を盛ん行う契機となったが、
当の昭和大橋の落橋のメカニズムに関してはまだ議論
が続いている。地震後に杭の破損状況や地盤状況の調
査が行われ、①震動による慣性力が大きくて落橋した、

②液状化で地盤反力が低下し変位振幅が大きくなって
落橋した、③左岸側からの地盤流動が杭基礎を押して
落橋した、との三つの案が出された。その後、約20年
経って行われた航空写真測量によって左岸側の護岸付
近で数mもの地盤流動変位量が生じていたことが明ら
かになり、③の可能性が高いと思われてきていた。
ところが、若松加寿江博士（防災科学技術研究所）
や田蔵隆博士（清水建設）が主体となり筆者も加えて
いただいて、落橋を目撃した人に対する詳細な聞き込
み調査を2年前から行ってみたところ、以下のような
ことが分かってきた。
i)落橋は地震発生後1分余りたってから始まった。
ii)橋が落ち始めた後に左岸側の護岸付近の地盤が川に
向かって流れ出していった。
地震の主要動は地震発生後10秒程度で終わっている。
したがって、①のメカニズムで落橋していないことに
なる。ただし、この時点で地盤が液状化し、地盤の反
力は低下したはずである。そして、主要動後も続く揺
れや余震によって②のメカニズムで落橋したと考えら
れる。その後に左岸側の地盤が大きく流れ出してきた
ようなので③のメカニズムでもないと考えられる。な
お、流動の変位分布の解析も行ってみたところ、落橋
した杭まで流動は押し寄せてきていなかった。
このように表層地盤自体が液状化のような破壊を起
こしさらに地盤全体が流動してしまうと、地盤から構
造物への入力は大変複雑になる。耐震設計を行うにあ
たってはこのような挙動をよく考慮する必要がある。
さて、今回の特集のテーマは「入力地震動と土木構
造物の応答」である。これは地震が地下深いところで
発生して地盤内を伝わってきた後、表層で増幅し、地
表面にある土木構造物がそのためにどのような応答す
るか、との問題を扱うものであろう。上記の二例でも
分かるように、土木構造物の応答は発生する地震動の
そのものの性質から始まって、表層の増幅特性、地盤
の変状の有無、土木構造物の種類などによって大きく
左右される。このように大変複雑な挙動に関して、こ
の特集号ですべて解説するのは大変難しいと思われる
が、各論の執筆者はこの道の第一人者ばかりであり、
分かりやすく解説していただけることと思われる。

巻頭言

安田　　進
●東京電機大学理工学部建設環境工学科
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１．はじめに
設計規準類に示された設計震度や設計スペクトルを
使って、手順どおりに設計していれば十分な耐震性を
有する構造物ができあがると信じてきた時代は終わっ
た。これからは、設計者や関係技術者が、入力地震動
と設計について十分に理解を深めることが必要とされ
る。本稿では、意外と見落としがちな３つの事項につ
いて、アラカルト風にとりまとめてみた。

２．レベル１、レベル２地震動の導入に隠されている
もの
わが国では、阪神大震災を契機として、レベル１、レ
ベル２の２段階の地震動を設計で用いるようになった。
それ以前は、レベル１地震動を対象とした許容応力度
法による設計だったので、これを上回るレベル２地震
動に対する設計が盲点だったために、阪神大震災のよ
うな大きな災害が発生したとされる。そこで、現在で
は、レベル１地震動への設計は従来の設計法を踏襲、レ
ベル２地震動へは新たな設計法で対応するというスタ
ンスをとっている。
米国では、世界に先駆けて２段階（多段階）の地震
動を設計で用いているようになったが、その経緯は、わ
が国とは逆である。以前から弾塑性挙動を簡易的に組
込んだレベル２地震動対応（安全性照査）の設計を行っ
てきた米国では、この設計により、レベル１地震動に対
する使用性は、結果として、自動的に満足できるであ
ろうと信じていた。ところが、レベル１地震動に相当
する1994年ノースリッジ地震において、非構造部材の
被害に伴う莫大な経済的被害（使用性の障害）が発生
したため、これを契機に、レベル１地震動に対する使用
性の照査を明示的に行うことになったのである。
翻って、わが国で、阪神大震災より以前に行って
いた許容応力度法における震度（設計スペクトル）が、
使用性を照査することを目的としたレベル１地震動
だったのか、については不明な点が多い。設計上の約
束事としての許容応力度法の枠組みのもとで、総合的
な意味でレベル２地震動のような強い地震動に対す
る安全性の確保を期待していたが、限界があった、と
するのが自然な解釈であろう。このような点を見抜

いて、レベル１地震動に関する新たな考え方が提示さ
れている（土木学会地震工学委員会耐震基準小委員会、
2003）。

３．性能照査型設計法で性能照査ができるか
　阪神大震災を契機として、各種の設計規準類は、性
能照査型設計法に衣替えをしてきている。その際に、
設計入力地震動が設計スペクトルなどで与えられてい
るものも多く、効率的な設計業務が可能となっている。
それでは、これらの設計スペクトルなどを用いて、想
定地震（例えば、地域防災計画で想定する地震）に対
する性能照査や被害想定ができるであろうか？これは、
相当に難しく、事実上は不可能といってもよい。例え
ば、平行して鉄道橋と道路橋が架かっている場合、そ
のうちのどちらが先に被害を受けるかという基本的な
課題に対して、二つの設計規準類をそれぞれ独立に精
査しても、答えは見つからない。設計スペクトルと構
造物の特性がセットになっているためである。
問題がさらに深刻となるのは、地上構造物と地中構造
物の耐震性能の相互比較である。両者では、地震動を
入力する標高（深さ）が異なるので、それぞれの構造物
で想定している地震が同じレベルのものか否かについ
て、判断する手がかりがない。
このような反省から、国際標準（ISO23469）では、1「地
震動の設定」の後に「地震作用の決定」をする２ステッ
プの手順を踏むこと、2地表面における地震動が設計
に直接用いられない場合でも、地上構造物の耐震設計
との整合性を確認するために、地表面の地震動を求め
ておくことが望ましい、としている（Iai、 2005）。

４．地震動の空間的変動
ライフライン施設のような地中にネットワークを構
築する形式の構造物では、入力地震動として速度応答
スペクトルなどを用いて地盤のひずみを推定し、設計
や広域被害推定などを実施する場合が多い。このよう
な方法に適用性があるのは、地盤条件の水平方向の変
化が無視できる場合に限られる。
地形、地盤物性値、地層構成などの水平方向変化が
ある場合には、これらの影響を適切に評価する必要が

入力地震動と設計

井合　　進
●京都大学防災研究所地盤災害研究部門　教授
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ある。図１は、これらの典型的な例を示している。特
に、同図⒝に示すように、埋没した不整形地形の上に
建設される場合にも、地盤条件急変部付近には著しい
ひずみが発生する可能性があることを忘れないように
したい。

参考文献
1Iai、 S. (2005): "International standard (ISO) on 
seismic actions for designing geotechnical works 
‒ An overview、 Soil Dynamics and Earthquake 
Engineering 25、 pp.605-615
2土木学会地震工学委員会耐震基準小委員会(2003)：
土木構造物の耐震設計における新しいレベル１の
考え方（案）http://www.jsce.or.jp/committee/eec2/
taishin/Level1.html

（b）水平方向に変化する地層の上の場合

（a）硬質地盤と軟弱地盤の境界の場合

図１　地盤条件の水平方向の変化がもたらす地震動の空間的変動の例(ISO23469より)
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標記のテーマでの原稿執筆依頼を事務局から頂いた。
しかし、とても大きなテーマであり、入力地震動は
かくあるべし、などという議論をわずか数人の研究者
で結論付けるわけにはいかない。また、本誌の性格か
らしても、それは著者に期待されている内容ではない
だろう。むしろ、入力地震動を考える際の視点につい
て、地震応答解析の観点から論点を整理し、今後の研
究開発の糧となる資料の作成が期待されていると解釈
したい。
このため、ある架空の地震工学者２名の対話という
形式で記事を作成した。この対話は、筆者による議論
や各種専門家へのヒアリングによって作成したもので
ある。この二人の対話について、読者諸兄からのご意
見・ご批判を頂くことができれば、幸いである。

１．土木構造物への入力地震動をどう考えるべきか
Ａ：土木構造物への入力地震動については、例えば、
専門家の間での最新の合意事項をとりまとめたもの
として土木学会の第三次提言があります。
（www.jsce.or.jp/committee/earth/index.html）
従って現時点では、土木学会の第三次提言に従っ
ておけばいいと思います。以上、このテーマ終わり。
Ｂ：そんなに簡単でいいのでしょうか？具体的には、
地震動について、第三次提言ではどのように述べら
れているのでしょうか？
Ａ：地震動の部分については、エッセンスは次のよう
な感じではないかと思います。
①近くに内陸活断層がある場合にはそれによる地震
動をL2地震動として考慮しましょう（これは第一
次提言、第二次提言と変わらず）。
②しかし場所によっては内陸活断層より海溝型地震
の揺れが厳しいですから、そういう場所では海溝
型地震の揺れがL2になりますね。
③内陸活断層地震と海溝型地震では発生確率が全然
違いますから「確率レベル」でL2を定義するのは
苦しいですね。そこでL2を「最大級の地震動」と
定義しましょう。
④近くにプレート境界も内陸活断層も無いときは、
最低限の要求としてM6.5の直下地震を考慮しま

しょう。
⑤いずれにしても、まず対象地震を決めて、それが発
生したときの地震動としてL2地震動を評価しま
す。

Ｂ：なるほど、L2地震動の話ばかりのようですが、そ
れはともかく、その情報だけでは、設計のための地
震応答解析の際に、技術者が困惑するのは確かかも
しれませんね。
Ａ：どういうことでしょうか？
Ｂ：地震応答解析を何のために行うかといえば、基本
的には設計のために行うのでしょう。でも、設計に
おいては科学的・技術的見地以外の要件も要求され
るので、その観点で入力地震動をどう考えればいい
のか、担当技術者は困ってしまうのですよね。特に、
土木構造物の場合は建築と違って公共のものが多い
ので、施主の判断とか設計者の判断で決めたという
説明が通りにくいですから。
Ａ：うーん。よくわかりません。どういうことでしょ
う？
Ｂ：例えば、入力地震動あるいは地震応答解析も含め
た全体の解析精度という観点で議論してみましょう。

２．入力地震動と地震応答解析の精度について
Ｂ：突然ですが、「精度」って何でしょう？
Ａ：単純にいえば、計算値（あるいは予測値）と真値
の差ですよね。例えば、強震動予測の場合なら、東
海地震が発生するとの前提でどこかの地点で予測し
たゆれと、実際に発生したゆれとの差です。
Ｂ：そうですね。個々のケースであれば、そうかもし
れません。でも、土木構造物なので、設計体系とし
ての精度が議論される必要があるでしょう。
Ａ：設計体系としての精度？
Ｂ：つまり、ある対象地震に対してある地点の地震動
を予測する、あるいは、ある地震動に対して構造物の
残留変形量を予測するといった場合に、誰が予測す
るかわからないわけです。Aさんだと完璧でも、私
やCさん、Dさんといった数多くの人がいろいろな
やり方で予測することが可能です。そうしたときに、
何が「精度」であり、何が最適化されなければなら

地震応答解析における入力地震動をどう考えるべきか

一井　康二／野津　　厚　　／酒井　久和
●広島大学　　　　●港湾空港技術研究所　　●防災科学技術研究所
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ないのでしょうか？
Ａ：そうですね。例えば、i=1 , 2 , . . . nのn人がおのおのの
方法で予測した時の予測値がXi、真値がYとすると
　f=Σ（Y-Xi）2 → min （目標１）
が設計体系の目標であり、その最適化の程度を精度
と呼んでいるのではないでしょうか？また，場合に
よっては，Xi>Yなる条件の下に（目標1）の実現を
図る場合もありますね。いわゆる安全側の配慮です。
Ｂ：なるほど、でも、目標１を議論するには重要な問
題がひとつあります。例えば、地震応答解析のた
めの入力地震動の場合、真値というのはわかるので
しょうか？例えば、第３次提言で言うL2地震動と
いうのは、真値がわかりますか？

３．入力地震動における真値と社会的合意
Ａ：例えば、過去の観測記録というのは、特定の地震
が特定のサイトで観測された場合の真値として考え
られませんか？構造物の被害予測手法であれば、過
去の被災事例の再現性や振動実験の結果を真値とし
て、手法の適用性や精度を評価しますよね。地震動
についても同じ考え方は適用できないでしょうか？
Ｂ：でも、L2地震動であれば、「最大級」の地震動で
すよね。たまたま起こった地震の観測記録は、「最
大級」よりはたぶん小さい観測記録でしょう。L1地
震動にしても、例えば再現期間75年の地震動として
定義されたとしても、具体的にそれに対応する地震
動を観測記録として得ることは不可能に近いのでは
ないでしょうか？
Ａ：そうですね。例えば、「最大級」についての真値
を知るためには、ある地点で一万年くらい観測をす
れば、まあ、その中で一番強かったものが「最大級」
といってもいいでしょう。再現期間75年のL1地震動
にしても、一万年も観測すれば対数の法則が成り立
つのでそれなりに把握できるでしょう。
Ｂ：一万年ですか・・・。
Ａ：もちろん、人類が絶滅している可能性もあるくら
い気の長い期間なので、「神の視点」にたたないと
真値は見えてこないかもしれませんね。
Ｂ：「神の視点」でないと見えないようなものを、どう
やって設計で考慮すればいいのですか？
Ａ：耐震設計の過程において真値を評価できるものと
できないものを整理しておいたほうがいいですね。
　私の考えだと、①どこの震源断層がどの確率で動
くかという前提条件、②特定の震源断層において将
来生じる地震の断層破壊過程、③特定の震源断層の
特定の破壊過程が発生した場合の構造物への入力地

震動または表層の地震動の評価、④特定の地震動が
作用したときの特定の構造物の挙動、の4段階を考慮
しなければなりません。このうち、③については既
往の観測記録、④については既往の被災事例や振動
実験結果などを真値として議論することは可能だと
思います。
Ｂ：①とか②は？
Ａ：科学的考察に基づいた上で、社会的合意に頼らざ
るを得ないでしょうね。
Ｂ：社会的合意？
Ａ：専門家が現時点の知見や考察に基づいて正しいと
判断した結果に従うしかないということです。
Ｂ：例えば？
Ａ：そうですね。ある特定の断層が活断層なのかど
うかという判断は、実態は活断層研究者の合議で決
まっていて、活断層マップにまとめられていますよ
ね。活断層でどの程度の規模の地震がどの程度の確
率で発生するかの判断なら、地震調査研究推進本部
（http：//www.jishin.go.jp/main/index.html）の 長
期評価部会で判断されていますよね。もちろん、情
報不足の点については、多くの仮定に基づく判断で
しょうが。
Ｂ：「社会的合意」というのは、例えば専門家が5人く
らい集まって合意できればＯＫなのですか？
Ａ：どうでしょうね。よくわかりません。でも、いく
ら民主主義の国でも納税者全員の投票などにした
ら、知識のない人が間違った投票をしてしまう恐れ
があるので、合議は知識のある人に限るべきでしょ
う。米国では二種類の距離減衰式に対して住民投票
で重みを付けるなどといったこともあるそうですが、
あまり賛成できませんね。
　結局のところ、有識者による合議が、場合によっ
ては権威のヴェールの力も借りながら、社会的合意
としてみなされているのではないでしょうか。ほか
にいい方法もないし、問題もあるかもしれませんが、
今のところはそうした方法がとられているというの
が現状ではないでしょうか。
Ｂ：合議のメンバーの責任は重大だし、メンバーの選
定も重要ですね。
Ａ：そうですね。でも、社会的合意の比重が大きいの
は①と②の過程ですが、③と④に関わる技術者の責
任も重大なのですよ。
Ｂ：どういうことでしょう？

４．技術者によって結果が変わるということ
Ａ：設計体系の観点から考えた場合、人によって設
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計の結果が違うことは設計体系として望ましくない、
という見方があります。この結果、従来の設計体系
では、前述の目標1ではなくて、
　f=ΣΣ（Xi-Xj）2 → min （目標２）
を念頭においていたと考えることができます。
Ｂ：つまり、真値というものはあまり意識せず、誰が
行っても同じ結果が得られるような手法を積極的に
採用していたということですね。
Ａ：そうです。そして、目標2を満足するために使用
可能な手法を制限していたというのが実態ではない
でしょうか？
Ｂ：具体的にはどんな例がありますか？
Ａ：例えば、震度法を採用して、地域別震度を与えて
しまうというのはその典型でしょう。誰がやっても
同じ結果が得られますし、安全率で評価したら、小
数点以下まで議論することができます。
Ｂ：大雑把な地域区分の地域別震度はともかく、その
結果として得られる安全率が、小数点以下の数字ま
で出ているとなんとなく精度が高いように思えます
ね。
Ａ：でも、地域区分が大雑把なことからわかるように、
本当は精度の悪い方法ですよね。それでも通用して
いたのは、目標1よりも目標2が重視されていたとい
うことだと思います。
Ｂ：なぜでしょう？
Ａ：技術的なことからいえば、地震動の評価手法や応
答解析法が発展途上だったということかもしれませ
ん。でも、むしろ会計検査などのシステムに起因す
る問題が関係しているかもしれませんね。
Ｂ：それで、目標1を認識した設計体系になると、技
術者にはどういう影響があるのですか？
Ａ：目標1を意識すると、当然、その実現に向けて高度
な手法を導入せざるをえなくなります。従来ですと、
例えば設計コンサルタントが少なくとも100人以上
は理解し、実際に使える手法でなければ設計に導入
すべきでないという意見もあったのです。しかし目
標1を実現するためには、そうも言っていられなくな
るので、必然的に高度な手法を導入していくという
方向性になるのではないでしょうか。
Ｂ：手法を高度化すれば、予測値が真値に近づくと単
純に考えればいいのでしょうか？
Ａ：もちろん、手法を高度化するだけで精度が上が
るわけではなく、手法に見合うだけの十分な調査は
行うという方向性でなければなりません。ですから、
与えられた条件で設計を行うのではなく、設計に必
要な条件を明示し、必要な調査を事前に指摘する力

が技術者には必要となってくるでしょうね。
Ｂ：すべてのプロジェクトについて、それだけの力量
を持つ技術者が必要になるのでしょうか？それに、
そんなにレベルの高い技術者は数多くいるのでしょ
うか？
Ａ：そうですね。必ずしも全てのプロジェクトという
ことはないと思います。プロジェクトの重要度で分
ける。つまり、非常に重要なプロジェクトは力量の
ある技術者が高度な手法で設計を行い、それ以外の
プロジェクトは目標1のfが大きくならないように手
法を制限して一般の技術者が設計するということに
なるかも知れませんね。
Ｂ：当然、力量のある技術者に選ばれるほうが儲かる
わけですね。
Ａ：そうでしょうね。そして、そのほうが競争原理が
働いて、全体の技術レベルが向上するということで
すね。よしあしは別にして、今の世の中の流れはそ
ういうことだと思います。技術者資格制度というの
は、そういうことでしょう。入力地震動についての
資格制度はないみたいですが。
Ｂ：気がついたのですが、目標1をめざして力量のあ
る技術者が、十分な調査に基づき、高度な手法で設
計したとしても、建設コストが安くなるとは限らな
いですね。真値とは近づくかもしれませんが、結果
的に、より丈夫なものを作る必要が生じてコストが
上がるかもしれない。
Ａ：そうです。ですから、力量のある技術者による高
度な設計に対して、より多くの報酬が支払われると
しても、それは建設コストが下がるからではなく、よ
り真値に近い設計をしていることに対する対価でな
くてはなりません。
Ｂ：一般には、高度な設計をすると、安全の余裕部分
が削減できるからコストが下がると思われているよ
うですが？
Ａ：それは、現在の設計体系で、本当に過剰に安全側
の設計になっている場合ですね。本当に安全側かど
うかは構造物によっても異なるでしょうし、そうだ
としても、個別のケースにおいてはばらついている
はずですから、コスト削減分が技術に対する評価の
対象となるのはおかしいでしょう。
Ｂ：そうですね。コスト削減分で評価されるなら、耐
震設計をごまかすなどのインチキが増えてしまうか
もしれませんね。

５．入力地震動予測と地震応答解析の不確実性
Ｂ：技術者の力量や、設計手法の選択の違いによる
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予測値と真値の乖離の問題についてはわかりました。
でも、設計プロセス全体で見たとき、入力地震動
の精度というのはどのように捉えればいいのでしょ
う？
Ａ：そうですね。すでに述べた①から④までのプロセ
ス全体で見ると、不確実性は非常に大きいのではな
いでしょうか？
Ｂ：具体的にはどの程度のものなのでしょう？
Ａ：では、順に考えて見ましょう。①についていえば、
ある特定の断層が動くか動かないかという判断があ
ります。でも、土木学会の推奨にしたがって活断層
のないところでもＭ6.5の直下型地震を想定してい
たとすると、ある特定の断層が想定外に動いたとし
ても、そのマグニチュードの差に起因する程度しか、
地震動は大きくなりません。実際には、断層からの
距離などもあるので、過小評価していたとしてもせ
いぜい半分程度ではないでしょうか？一方、小さい
ほうは、動くと想定していた断層が一万年経過して
も動かなかった場合は、地震動はかなり過大評価し
ていたことになるでしょう。
Ｂ：M7.0の直下型地震を想定することにしておけば、
過小評価のほうはもっと余裕を見込めますよね。
Ａ：そうです。ただ、建設費も増加するので、そのバ
ランスから社会的合意の下で、判断する必要がある
ということですね。
Ｂ：②の断層破壊過程についてはどうでしょう？
Ａ：最も不確実性が大きいのは、破壊の伝播方向で
しょうね。破壊が近づいてくるときには地震動が大
きく、破壊が遠ざかるときには地震動が小さいとい
うディレクティビティの話です。
Ｂ：最大級を考える、ということは、最悪の方向に破
壊が伝播するケースを考えないといけないというこ
とですね。
Ａ：かならずしも社会的合意がすべてのケースにつ
いて得られているかどうかわかりませんが、たぶん、
内陸活断層地震を想定してL2地震動を評価する場
合には、「破壊が近づいてくるというシナリオに基
づいて地震動を評価する」というのが妥当な選択で
しょう。なぜなら、もともと兵庫県南部地震による
甚大な被害を契機としてL2地震動の導入が図られ
たわけで、甚大な被害をもたらした地震動は破壊伝
播効果により生成されたのですから。その場合、実
際に破壊伝播が近づいてくるケースが生じた場合で
も、予測値が観測値を大きく下まわる心配はありま
せんが、逆に破壊伝播が遠ざかるような地震が発生
すれば、そのときの地震動は設計地震動と比較して

著しく小さかったということになるでしょう。そう
した点について、例えば税金で作られる土木構造物
の場合は、納税者などの関係者の理解が得られてい
れば良いのだと思います。
Ｂ：断層が一方向に破壊する場合、断層の両端だと、
どっちかは精度がよく、反対側は精度が悪かったと
いう評価になりますね。
Ａ：さらにいうと、この影響は多くの構造物に対して
影響の大きい周期1秒から2秒前後（正確にはアスペ
リティサイズから決まるコーナー周波数の前後）で
最も影響が大きくなります。困った事実です。
Ｂ：なるほど。でも、①および②による不確実性は真
値も神様の視点でないとわからない話なのであきら
めるとして、③はどうでしょう？
Ａ：対象地点のサイト特性（地震基盤→地表、もしく
は地震基盤→工学的基盤）を把握するために現地で
の強震記録を利用できるかどうかにかかっていると
思います。強震記録によってきっちり検証されたサ
イト特性を利用できる場合には、不確実性は倍半分
よりはましな程度だと思います。せいぜい1.5倍程
度でしょうか。地下構造を詳細に調べるという方法
もありますね。
Ｂ：倍半分というのは、+100％～ -50％程度の誤差と
いうことでしょうか？
Ａ：そうですね。考えてみれば変な表現ですね。④に
ついては、対象とする構造物によっても異なってく
ると思います。土の変形が問題となる場合と、土の
変形は考慮しなくてもよい場合でも違うでしょうし。
また、被災事例が積み重ねられている構造物ほど精
度のよい解析もできるでしょう。
Ｂ：液状化による変形に対するブラインド解析などで
は、一桁ぐらい予測値が異なることもありますよね。
解析手法の問題なのか、事前に正しいパラメータを
設定できなかったからなのか、よくわかりませんが。
振動台の制御も万全ではないので、予定と違う地震
動が入力されてしまうこともあって、完全な条件で
のブラインド解析も難しいですし。
Ａ：そうですね。でも、地盤の影響が小さい構造物で
あれば、かなり高精度に予測することも今では可能
でしょう。地盤の変形が問題の場合は、地震動の継
続時間中に変形が累積していく過程が問題となりま
す。場合によっては、液状化時の側方流動現象のよ
うに地震動終了後にも変形が持続する場合がありま
す。でも、最大応答だけが問題となるような構造物
だってありますよね。
Ｂ：構造物によって、設計プロセス全体としての不確
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実性は異なるということですね。だから、構造物の
種類によって、一部の力量のある技術者しかできな
いような高度な解析手法を標準にしたり、簡便法で
もＯＫにしたり、といった判断が関与する余地があ
るわけですね。
Ａ：そうです。それに、構造物の重要度も重要なファ
クターです。原子力構造物と港湾構造物では、許容
される不確実性の程度も違うでしょう。
Ｂ：原子力の場合は、隕石が落ちても大丈夫なように
造ってほしいですね。

６．入力地震動の不確実性の評価指標
Ｂ：でも、倍半分とか、1.5倍というのは、なにを指標
とした表現なのでしょう？
Ａ：そうですね。漠然と使っていますが、実は人によっ
て認識が違うのではないでしょうか。土構造物を扱
う人の場合は、変形量、特に残留の変形量に着目
して精度を議論する場合が多いようです。でも、そ
の他の構造物では、塑性率であったり、部材の応力
だったりするのでしょうね。
Ｂ：地震動の場合は？
Ａ：私の場合は、一般的な港湾構造物にとって影響
の大きな周期1-3秒のフーリエ振幅によく着目しま
す。応答スペクトルは継続時間の影響が入らないの
で、私はあんまり気にしませんね。また、最大加速
度は、予測という意味でばらつきも多いし、被害と
の相関もあんまりよくないですしね。
Ｂ：それは、土構造物を対象にしているからですね？
その考え方は一般的なのでしょうか？
Ａ：継続時間の影響を特に気にするのは、私の場合、
土構造物を対象とすることが多いためです。しかし
構造物によって着目すべき点が違うと思いますから、
より多くの専門家の意見を伺いたいですね。
Ｂ：実は、いろいろと聞いてみると、実際には応答ス
ペクトルを使って設計することが多いので、応答ス
ペクトルのばらつきが重要という意見があるようで
す。また、地震動そのものよりも、入力のばらつき
による構造物の損傷程度のばらつきが重要であると
の意見もあるようです。
Ａ：最後の意見は、結局、構造物の被害が問題になる
ので、地震動のみを切り離して議論するより、全体
を通じての議論が必要ということですかね。
Ｂ：別の言い方をすると、構造物の応答を主眼に置い
た地震動の見方が必要という意見ですね。各種の構
造物において、そのおかれている状況（応答特性と
社会的要請の両面、あるいはそのどちらか）を踏ま

えて入力地震動を設定する視点が必要、ということ
でしょうか？
Ａ：例えば、鉄道の構造物と港湾の構造物では、いろ
いろな面で異なりますがそれぞれについて、その種
の構造物に精通した技術者が、その視点で入力地震
動を議論する必要があるということでしょうか？
Ｂ：そういうように解釈することもできますね。

７．まとめ
本稿をまとめるにあたり、著者らは草稿ができた段
階で、種々の意見を得るべく、若手地震工学研究者の
会（http：//wwwcatfish.dpri.kyoto-u.ac.jp/̃gyee/）の
メーリングリストを通じて概ね最終ページに示すよ
うなアンケート調査を行いました。しかし、時間が無
かったこともあり、十分な数の回答は得られませんで
した。アンケートに対する直接の回答という形ではあ
りませんが、複数の有益な御意見をいただいたので、
それらについては本文中に反映させてあります。最終
ページのアンケートについては引き続き御意見をお待
ちしています。
最後になりますが、地震動を評価する側とそれを使
う側との一層の意見交換が必要であること、また、入
力地震動に関する合意形成に向けて、学会の果たすべ
き役割は大きいと痛感しました。土木構造物以外の
種々の構造物等のことも考えると、第三次提言は合意
形成へのまだ第一歩という感もありますが、学会にお
ける合意形成に至った先輩諸氏に対し敬意を表して本
稿を終わりたいと思います。

謝辞：本稿を作成するに当たり、東京電力・植竹氏、
産総研・吉見氏、ニュージェック・羽田氏、東京大学・
本田氏から貴重なコメントをいただきました。ここに
記して謝意を表します。
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＜入力地震動の精度の評価についてのアンケート＞

地震工学に関連する研究をなさっている方にお尋ねします。

地震応答解析に基づく耐震設計において、不確実性が入り込む要素としては、種々のものがあります。ただ、現
時点での最高の技術者が十分に相談して判断をしたとき、残される不確実性はどの程度だと思われますか？また、
社会的に許容される不確実性はどの程度だと思いますか？

次の各質問にお答えください。根拠等はなくてもかまいません。細かい条件も設定していませんので、勘でお答
えいただければ幸いです。

Ｑ１：あなたがある特定の地震を対象として特定の地点の地震動を評価したとします。評価した地震動と、実際に
将来生じる地震動との差については、どの程度の乖離を覚悟するべきでしょうか？「+？％から－？％の誤差が標
準偏差ぐらいとして生じる」という形でお答えください。

（回答例：プラス側には、せいぜい倍程度、マイナス側には、1/10ぐらいまで小さい地震動であることがありえる）

Ｑ２：実際の地震動の予測はいくつかのプロセスに関する仮定や推定の上で成立していると思います。上記の回答
については、次のどのプロセスの評価の違いによる違いが支配的だと思いますか。
①対象活断層（もしくはプレート境界）で発生する地震の規模自体が不確実であるという現実の状況下での想定
断層の評価
②どの断層でどのような規模の地震が生じるかまでは与条件であるとした上での（いいかえれば巨視的断層パラ
メタは与条件であるとした上での）、断層破壊過程などの評価
③詳細な断層破壊過程も与条件であるとした上での（いいかえれば微視的断層パラメタやその他の震源パラメタ
も与条件であるとした上での）、伝播経路やサイト特性に関する評価

（回答例：感覚ですが、①が支配的で乖離原因の5割以上。②が3 ～ 4割程度かな。③は事前の地震観測などをす
ればかなり減らせて、2割以下）

Ｑ３：上記の、あなたの作成した入力地震動について、作成した地震動の、実際に将来生じる地震動の差について、
社会的にはどの程度の乖離であれば許容されると思いますか？

（回答例：+100％から－50％、倍半分なら許容される）

Ｑ４：上記の誤差は、何を指標に評価していますか？また、それは何故ですか？

（回答例：周期1-3秒のフーリエ振幅、一般的な港湾構造物の変形に影響を大きく及ぼす指標だと思っているので）
（回答例：最大加速度。土木構造物の設計は旧来の震度法の考え方によるものが多いので）

回答方法：筆頭著者（一井，ichiikoji@hiroshima-u.ac.jp）宛にメールで御回答下さい。
回答期限：特に設定しません。
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１．はじめに
構造物への入力地震動を設定する、という手続きは、
究極的には、ある場所で発生しうる最大の地震動を予
測する、ということにほかなりません。精度の高い地
震動予測を行うために、波動方程式を差分法によっ
て直接数値的に解いて、特定の地点での地震動を計
算する技術がこの10年くらいで非常に注目されていま
す。その背景として、計算機の急速な性能の向上によ
り、これまでとてもできそうにもなかった計算の実行
が次々に現実のものとなった、ということが挙げられ
るでしょう。
計算機の高速化と低価格化、関係者による計算技術
の普及のための努力により、地震動の数値計算は、か
つてのようなごく一握りの研究者や技術者のものでは
なく、誰にでも比較的簡単に実行可能なものとして、
広く利用されるようになってきました。ただし、地震
や地盤の適切なモデルがあってはじめて意味のある計
算結果が得られる、という実に単純きわまりない事実
には、多いに注意を払っておかねばなりません。
また、巷に存在する多くの構造物の固有周期は1秒
から0.2秒の間におさまる、と考えてよいと思いますが、
現時点ではこのような周期帯域において、差分法に
よって地震動を直接計算することは非常に困難である
と考えられています。もちろん、計算機資源としての
物量を投入することである程度は解決できる問題では
あります。しかし、その一方でそれだけの詳細な計算
に見合うだけの詳細な地盤や地震に関する情報がある
わけではありませんから、たとえ計算が実行できたと
しても、その結果に現実の現象のシミュレーションと
しての意味があるかどうかは別の問題です。
以上のように、すでに、地震動予測というのは、計
算の技術そのものから、その前提となる地震や地盤の
モデル化をどうするか、というところが眼前の問題と
なってきています。将来発生するかもしれない地震の
特性を事前に規定することは、本質的に困難を伴う作
業です。しかし、地盤構造については、次の地震が発
生するまでに、今すぐにでも調査をすればそれがその
まま地震動予測の精度の向上に貢献するという実にわ
かりやすい特徴があります。このことは、地盤構造探

査を実施するということが地震動予測をする上で投資
効果の高い作業であることを示唆しています1。地盤
構造の推定には、物理探査と呼ばれる様々な手法が駆
使されますが、構造物を専門にやっている技術者や研
究者には少し縁遠いもののように思われます。本稿で
は、構造物への入力地震動を計算する際に、どうして
も避けて通れない地盤構造のモデル化について主とし
て微動を用いた地盤構造探査という観点から思いつく
ままに書き連ねていきたいと思います。ここで対象と
する地盤構造とは、地震基盤とよばれるせん断波速度
が３km/s程度の層から上（表層）の構造に限ります2。
なお、以下には、筆者の不勉強による誤解、勘違い、
思い込みなどが少なからず含まれている可能性があり
ます。書いていることを鵜呑みにしないで、ぜひ批判
的にお目通しいただき、お気づきの点やご意見があり
ましたら、是非、お知らせいただければ、と考えていま
す3。

２．微動探査法
微動探査法というのは、かつて、北海道大学の岡田
広先生が使われた言葉のように記憶していますが、名
前がどうであれ、微動を使った地盤探査は日本では
広く利用されていました。微動を用いた地盤探査に
は、主として２つの方向性があり、ひとつは、１地点で
３成分の微動を観測し、水平動/上下動スペクトル比
（H/V）を計算し、その形状から地盤構造を議論しよ
うとするものと、もうひとつは、多地点で同時に観測
を行うアレー観測を行って位相速度を推定し、その位
相速度を満足する地盤構造を求める、というものです。
以下では、前者を三成分単点観測、後者をアレー観測、
と呼ぶことにします。

地盤構造探査からみた入力地震動

盛川　　仁
●東京工業大学

１：いささか我田引水と言われるかもしれませんが...。
２：地球物理学的には、地殻やマントルの構造という話のほうが
興味をひくような雰囲気がありますが、そのような全地球的規
模の地盤構造は構造物の設計をどうしようか、というような工
学的な目的には直接的なご利益があまりありませんので、省略
します。
３：なんと手前勝手なやつ、と思われそうですが、せっかくこうい
う記事を書かせていただく機会を頂戴したのですから、有効に
活用して勉強や議論の糧にしたい、思う次第です。
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２．１　微動とは何か
そもそも、微動とは何なのでしょうか。微動とは、
常に存在しているごく微少な震動のことを言います。
もちろん、体にはまったく感じない震動です。そして、
その震動は地面の震動なんだから、その場所の地盤構
造の影響を受けた震動であるわけで、そこから地盤構
造に関する情報を抽出できるはずだ、と考えるのです。
従って、微動探査とは、そこらへんに落ちているごく
ごく小さな震動を拾ってきて、地盤構造を推定する手
法、と言うことができるでしょう。微動探査において
は、震源を準備する必要もありませんし、いつでもど
こでも、必要なときにセンサーを持ち出して、観測を
すれば直ちに、必要な情報を得ることができる、とい
う点で非常にお気楽で便利な方法であるといえます4。
震源がいらない、というのは便利ではありますが、
見方を変えると震源が何かわからない、ということで
あり、地震や人工地震を用いた他の物理探査法に比べ
ると観測によって得られる波の素姓がよくわからない、
ということが問題になります。実体波だろう、という
説や、表面波だ、という説がありますが、現実には両
方が混じっているのでしょう。ただ、微動の観測記録
から地盤構造に関する何らかの情報を抽出するために
は、微動がどのような素姓の波であるか、ということ
を仮定したうえで理論を構築し、解析を実施する必要
があります。筆者個人は微動は大部分が表面波で構成
されているだろう、と考えていて、この考え方は、それ
ほど、マイナーな立場ではないと思っています。
微動の震源はなんだかわからない、と上に書きました
が、これは、震源をきちんと一意に特定できない、とい
う意味であって、どのような物理現象によって、微動
が生成されているのか、ということはだいたい理解さ
れています。1秒から10秒程度の周期帯を「やや長周期
帯」と呼ぶことがあります。このやや長周期帯の微動は
通常「脈動」と呼ばれていて、海の波が海底を叩くこと
によって生じる波であると考えられています。これは、
天気図と脈動レベルの相関性や台風の進行状況と脈動
の伝播方向との関係などから、間接的に示されています。
日本のように四方を海に囲まれていて、500kmも行
けば必ず海岸にぶつかるような地域では、日本のどん
な場所でも脈動をかなり高いレベルで観測できるこ
とには納得できます。しかし、チベット山脈のふもと、
海から数千km離れた山奥でもそれなりのレベルで脈

動は観測されています5。このように、地球上のどこ
へ行っても脈動を観測できそうだ、ということは6、地
盤構造を決める、という目的からはそれなりに便利な
ことではあります。一方、１秒よりも短周期側の微動
は、「短周期微動」と呼ばれることがあります7。短周
期微動は主として、自動車や工場などから発生する人
工的な振動が震源と考えられています。そのため、多
くの場合、昼間は震動レベルが高く、深夜は非常に低
くなる、また、平日はレベルが高く、日曜日は低い、と
いった日毎、週毎の周期的変動が見られます。日本の
ように社会活動が活動的な地域では短周期微動が非常
に卓越しますが、人里離れた奥地へ行くと短周期微動
よりも脈動の方が卓越する場合もあります8。

２．２　微動を観測する
三成分単点観測にしろ、アレー観測にしろ、微動を
観測して記録をとらないと、地盤構造を推定する、と
いう話がはじまりません。微動を観測するためには、
センサー（換震器、地震計）が必要です。しかも信号
のレベルが非常に小さいため、高感度のセンサーを使
うことになります。もちろん、短周期微動を観測する
場合は、信号レベルが小さいとは言っても、やや長周
期の脈動に比べれば信号レベルはずっと大きいですか
ら、センサーの感度がほどほどでも、それなりの記録を
とることができます。したがって、短周期微動の観測
にあたっては、どのようなセンサーを用いても、よほど
作りが悪いものでなければセンサーの性能が問題にな
ることはないと言えます。
しかし、脈動を観測するためにはそれなりの準備が
必要です。
小型のセンサーを用いると、観測もお手軽で、便利
なのですが、小型のセンサーに入っている振り子の固
有周期は１秒よりも短いのが普通です。そのため、１
秒よりも長周期領域ではセンサーの感度が非常に低
くなっており、脈動の信号は短周期微動にマスクさ
れてしまったり、アンプ回路から混入するノイズに埋
もれたりして正しい信号を得ることが難しくなります。
従って、固有周期が２秒とか10秒というようなセン
サーを使うことになります。固有周期が長ければ長い

４：微動探査の技術は世界中を見回してみても、日本において
もっとも普及しているように思われます。これは、微動探査の
普及を目指して実際の観測をコツコツと積み重ねてきた先人の
大いなる努力の賜物と言えると考えています。

５：中国雲南省の奥地、麗江盆地で脈動が観測されたときは、素
直に感動しました。
６：確認したわけではありませんが...。
７：単に「微動」、と言ったとき、デフォルトで短周期微動を指して
いる場合も少なくありません。
８：もちろん、地盤構造や天候にもよりますから、この記述は、だ
いたいのイメージです。
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ほど、センサーを安定して設置することが難しくなり
ますので、お手軽、という微動のよさが多少スポイルさ
れてしまう、ということは覚えておく必要があります。
そこで、小型でも長周期成分を精確に記録するとい
う目的で、サーボ型のセンサーが用いられることがあ
ります。これは、振り子に対してフィードバックをか
けることで、見かけ上、センサーの感度が長周期領域ま
で一定となるようにしたものです。しかし、フィード
バックをかけるときにサーボアンプを用いるのですが、
このアンプが必ずしも予定通りに安定な動作をしない、
という問題があります。特性上はDC（直流成分）まで
フラットなレスポンスを示すはずのアンプも、微妙に
ゼロ点がフラフラ動いてしまい、記録を見たときに、そ
の振動が信号によるゆらぎなのか、アンプのゆらぎな
のか区別がつかない、ということになってしまいます。
サーボ型センサーでは、振り子の状態が設計値と厳
密に同じである、という前提でフィードバックをかけ
ているわけですが、実際には、センサーを設置したと
きに期待通りの特性になっているということはあまり
期待できません。水準器で水平をとってセンサーを設
置しますが、水平にしたつもりでも少しは傾いている
のが普通であって、その場合は、固有周期や減衰定数
は設計値とは異なっています。振り子の本来の固有周
期よりも長い周期帯では、センサーの特性の設計値と
の小さなズレはそのまま測定値の大きな誤差として出
力されますから、これは、たいへんです。
信号とノイズの区別がつかない、という点では、上記
のアンプ系のノイズも馬鹿になりませんが、観測時の
風の影響も無視できません。風に吹かれてセンサー全
体が揺らされる場合、その周期はだいたい3～ 10秒で揺
れます。従って、記録から、脈動と風の違いを区別す
ることはできません。この問題を解決するには、記録
を取る段階で風の影響が入らないように対処するしか
ないわけですが、ほとんど体に感じないような弱い風で
あっても、高感度な観測を行っているために、ばっちり
風を拾ってしまい、わけのわからない記録になってしま
います9。段ボール箱などをセンサーにかぶせて風よけ
をする、というのが単純ですが一番確実な対策です。
短周期微動を観測している場合には気がつきにくい
のですが、センサーのすぐ横を人や自動車が通った場
合、地面が傾いて、そしてまた元に戻ります。ちゃん
としたセンサーならば、この地面の傾きをきっちり捉

えることができますので10、この地面の動きが、脈動
と同じやや長周期領域の震動として記録に残ります。
結局の所、脈動を観測する場合には、サーボ型を使
うよりは、昔ながらの単純明快な動コイル型でしかも、
固有周期が長いセンサーを使うのが一番間違いがない、
と考えています。もしも、小型のセンサーを使うので
あれば、動コイル型を使用し、観測のたびにセンサー
の特性をきちんと測って解析の際に厳密な計器補正を
かける、というのが次善の策と言えるでしょう。参考
までに、写真1に筆者が用いているセンサーの例を挙
げておきます。これは、固有周期が2秒と比較的長い
わりには小型ですので、持ち運びにも便利ですし、厳
密な計器補正によって少なくとも10秒までは精確な記
録を得ることができます。脈動観測では、適切なセン
サーを用いて、風対策をきっちりとおこない、そのう
えで、観測中はセンサーに近づかない、というごく当
たり前のことをすれば、信頼性の高い記録を得ること
ができるでしょう。

２．３　三成分単点観測
三成分単点観測は、これまで、日本国内では実に多
くの人々によって実施されてきて、地盤構造の推定の
資料として広く使われてきました。
微動が表面波だとすれば、H/Vは表面波の楕円率
（ellipticity）を表しているはずですから、H/Vのピー
クや谷を与える周期は地盤の速度構造と強い相関があ
るはずです。もちろん、観測されたH/Vの形状を満足
する速度構造を逆解析によって探索する、という方法
もあり得ますが、実際には局所解が多すぎて、正攻法

９：センサーがある程度重いケースに入っている場合は、風の影
響は受けにくくなりますが、それも程度問題です。また、上下
動成分は風の影響はほとんど受けません。

写真１　動コイル型地震計の例

10：これが記録されないようなセンサーの出力は信用してはいけ
ない、ということでもあります。
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ではとてもではありませんが、まともな解を発見でき
ません。結局のところ、H/Vのピークを与える周期の
変化が速度構造のもっともコントラストの強い部分の
深さの変化に対応している、という予測と多くの観測
事実を根拠として、H/Vのピーク周期の変化から基盤
の相対的な深度の変化を追跡する、というのが微動の
三成分単点観測記録の上手な利用法と言えます。
図１にある場所において反射法によって得られてい
る基盤までの深さとH/Vのピーク周期の関係を反射法
の測線にそってプロットしたものを挙げておきます。
折れ線がH/Vのピーク周期で線の色の濃い、薄いは水平
動成分をそれぞれNS（南北）、EW（東西）成分について
別々にプロットしたためです。•が反射法による解釈図
から読み取った基盤岩までの深さをプロットしたもの
です。なんとなく、対応がついている、という程度です
が、大雑把には、H/Vのピーク周期で基盤までの深さの
相対的な変化が表現されていると言えるでしょう。
H/Vの値そのものが地盤の増幅度を表している、と
いう考え方も広く受け入れられていますが、実際のと
ころ、うまく説明できる場合もあれば、そうでない場
合もあったりしてどのような条件下でうまくいくの
か、ということがはっきりしていません。また、このよ
うな考え方の理論的背景としては、微動を実体波と見
なしているいるようでもあり、そうでもないようでも
あり、H/Vを地盤の増幅度とみなしてよいのかどうか、
ということについては、筆者は確信を持って何かを言
うことができません。当面は、三成分単点観測から得
られる記録において、利用できる量はH/Vのピーク周
期であり、必要ならば次に述べるアレー観測の記録と
あわせて議論するのが妥当であろう、というのが筆者
の率直な印象です。
実際のところ、最近の地盤構造推定に関する研究の

様子を見ていると、単純にH/Vのみを用いる、という
手法はかつてに比べて著しく減少し、次節に述べるア
レー観測をおこなって、物理的意味が明確な位相速度
を推定した上で速度構造を求めようとする手法が主流
になってきているようです。三成分単点観測による地
盤構造の推定手法はその簡便さから広く普及しました
が11、計測器の低価格化、特にGPSによって校正される
高精度の時計の普及による記録の同期の容易化により、
アレー観測を実施することに対する敷居が低くなった、
ということも現在の傾向を後押ししているのでしょう。

２．４　アレー観測
微動が表面波である、と考えれば、その位相速度を推
定し、地盤の速度構造をかなりもっともらしく推定す
ることができます。このためには、たくさんの地震計
で同時に記録をとってそのなかのコヒーレントな波を
抽出して位相速度を推定する、という作業が必要にな
ります。このような観測法をアレー観測と呼んでいま
す。一般には１重または２重の正三角形およびその
重心位置にセンサーを置くことでアレーを構成します
が、解析法によって、センサーの設置場所の制約が厳
しかったりそうでもなかったりします。
図２に奈良の平城宮跡でアレー観測を行った際の観
測点の配置の一例を挙げておきます。HJKという点を
中心として半径300m ～ 1kmほどのアレーを構成して
います。また、地震計をおく間隔を調節することで
様々なスケールの地盤構造を知ることができます。位
相速度を知りたい波の波長によってだいたいのアレー
のサイズが決まりますが、これは、見たい地盤構造の

図１　H/Vのピーク周期と基盤岩までの深さの関係 図２　微動アレー観測の観測点配置の例

11：簡便である、ということの魅力は今でも十分に高いと思いま
すが、物理的背景の不明瞭さがなんとなく足かせになっている
ように思います。
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深さのスケールでもあります。ただ、あまりにも大き
なアレーを設定した場合、コヒーレントな波を捕まえ
ることが難しくなってしまい、理論から期待されるよ
うな長い波長の波の位相速度を推定することは難しく
なるようです12。
アレー観測記録の解析については、かつては広く用
いられていたけれどもプログラミングが面倒な周波数
-波数（F-K）法から空間自己相関（SPAC）法に主役の座
が入れ替わってきているように見えます。SPAC法は、
理論の枠組みが単純明快で、プログラミングが容易で
あること、比較的ノイズに強いこと、小さいアレーで
F-K法に比べて長い波長の波の位相速度を推定可能で
あること、などの特徴が、アレー形状において厳しい制
約が存在する13、という欠点に勝る魅力である、と認識
されるようになってきたことが、このような傾向につ
ながっているものと考えられます。
アレー観測によって地盤の速度構造を推定する方法
は、位相速度と云う物理的に非常にわかりやすい量を
用いますから、理論的背景も明快でたいへん結構なの
ですが、残念ながら、困ったこともあります。深い構
造を調べたい、という場合、波長の長い波を捉えなく
てはなりませんから大きなアレーを設置しなくてはな
りません。推定された位相速度から地盤の速度構造
を求める際に、私たちは、アレーの下の地盤が水平成
層構造であることを仮定して解析するのが普通ですが、
アレーが大きくてキロメートルのオーダーになってく
ると、この仮定がかなり怪しい場合がでてきます。も
ちろん、解析をすれば何かしらの答えはでてきますが、
でてきた速度構造が一体何を反映しているのかわから
ない、ということになってしまいます。
アレー観測では、たくさんの地点での同時観測を
やってようやくひとつだけ速度構造が決まる、という
ことになります。つまり、あんまり効率が良くないの
です。三成分単点観測の場合は、観測を行ったらその
分だけ、カバーする領域が広がっていくという目に見
えるヨロコビがありますが、アレー観測の場合は、１日
かかってやっと１ヶ所、という具合でそれなりにたい
へんです14。

そんなわけですから、要所ではアレー観測を行っ
て、きっちりと速度構造を推定しておき、基盤の3次元
形状を決めるために面的に観測点を増やすには三成分
単点観測をたくさんやってアレー観測点の間を埋める、
というこれら２つの観測法を組み合わせるというのは
悪くない方法と言えるでしょう。

３．もっと詳しく知りたい
３．１　微動データの高精度解析
微動探査法は比較的簡単に地盤の速度構造を推定す
ることができますから15、たいへん便利な方法です。し
かし、面的に観測点を増やすために三成分単点観測を
行った場合、得られた結果があまり安定していないの
ではないか、という精度への不安がなんとなくつきま
といます16。そのため、たとえば、位相速度とH/Vの組

12：これは経験上の話ですので、単に筆者の観測がヘタクソなだ
けかもしれません。位相速度にもよりますが、センサーの間隔
が2kmを超えるアレーで観測を行うと、インコヒーレントな波
で記録が埋め尽くされているような気がします。あくまでも筆
者の感覚では、ということですが。
13：SPAC法では正確に正三角形または正五角形になるように観
測点を設置しないとなりません。F-K法では、観測点の配置に
ついては、ルーズでも問題ありませんが、偏った形状にすると
位相速度の推定精度は悪くなります。

図３　微動の位相速度とH/V

14：もちろん、頑張ればいいじゃん、という説もないわけでもな
いのですが、最近になって、頑張りにも限度があるってことを、
理性とは関係なく肉体が強く主張するようになってきました。
15：反射法や屈折法に比べて、と云う意味ですが



JAEE　No.3  July.2006 15

み合わせや、微動と別の物理量との組み合わせにより、
結果の妥当性を多面的に検証しながらよりよい精度で
速度構造を推定しようとする研究が多くなってきてい
ます。特に微動アレーの観測の際に、三成分の微動を
観測しておけば、位相速度とH/Vを同時に検討するこ
とができますから、位相速度を満足する速度構造から
理論的に求められるellipticityが観測値から得られる
H/Vとどの程度整合しているか、についての検討はか
なり広く行われるようになってきています。位相速度
におけるあいまいさをH/Vによって補って速度構造の
推定結果をより高い精度で求めようとするためには非
常に合理的な考え方といえるでしょう。
図３にアレー観測から求められた位相速度とH/Vを
満足する地盤の速度構造から求められるRayleigh波の
基本モードの理論分散曲線およびellipticityの例を示
します17。

３．２　微動と重力の組み合わせ
微動と組み合わせる他の物理量としては重力が有力
です。重力値は地球内部の密度の違いを反映している
量ですから、そこから得られるものは密度構造であっ
て速度構造とはベツモノです。しかし、そのことは承
知のうえで、でも、密度とせん断波速度にはそれなり
に高い相関がありますから、密度構造が速度構造と高
い相関があるに違いない、と思わせる説得力がありま
す。そのうえ、観測によって得られる重力値は非常に
物理的背景がはっきりとしています。ある地点におけ
るまぎれもなく唯一無二の物理量ですから、微動の三
成分単点観測から求められるH/Vのピーク周期という
ような曖昧な量とは本質的に異なります。そして、こ

の重力値は日本全国にわたって相当な密度でデータが
整備されているのです18。
地質調査所が重力値の全国の観測データをおさめた
CD-ROMを発行したこと19、そのなかには密度構造を
直接的に反映したブーゲー異常値も含まれていること
が、地震動の分野で重力データの利用が広がりつつあ
る原動力となっているのではないかと想像しています。
微動のアレー観測によって空間内で離散的に得られて
いる地盤の速度構造を補間して、基盤の３次元的な形
状を得るためにブーゲー異常の形状が使われることが
あります。
この方法は上記CD-ROMに収録されているデータを
ダイレクトに利用することができて、たいへん良さそ
うなのですが、重力値は地表面から地球の中心までの
密度構造を反映して決まる量ですから、私たちが対象
としているような地球のスケールから見ればごくごく
表層の数kmの密度構造を議論するには、余計な情報
がたくさん含まれすぎています。図４に重力異常に関
する概念をごく簡単に示しています。
重力を利用する場合は、もう少しきちんとした解析を
行わなくてはなりません。特に、非常に深い部分20の
影響は、表層の細かな変化とは関係なく、広域的なト
レンドとして重力異常値の中に現れてきます。もちろ
ん、重力は距離の２乗に反比例して小さくなりますか
ら、地表面での重力値がごく表層の影響を極めて強く
受けていることは間違いありません。しかし、だからと
いって、地球全体の大きな構造も込みにして表層の構
造を議論してしまってよい、ということにはなりません。
ブーゲー異常値から適当な基盤の３次元形状を抽出
するためには、対象とする深さにあわせて空間的なバ
ンドパスフィルタをかけることが必要となります。表
層を対象とする場合は、もっとも短波長領域のブーゲー
異常の変化に着目すればよいことになります。このよ
うな、データ取り扱いの際のちょっとした点に注意すれ
ば、重力値は、非常に便利に利用できると考えています。
日本における重力値のデータは驚くほど整備されて

18：重力値は自律航行するミサイル（巡航ミサイルというやつで
す）が超低空を地面に衝突しないで安定して飛行するためには、
その軌道計算において重要な情報です。従って、国によっては
国家機密として管理しているところもあるようです。そんな重
要なデータが1000円くらいのCD-ROMの形で、自由に誰でも簡
単に入手できてしまう日本と云う国は、なんと言ってよいのか
わかりませんが、科学的、工学的な立場からは実にありがたい
ことです。
19：2004年に第二版が発行され、データがさらに充実しています。
20：ここでは、マントルまで、といったスケールで、深いと言って
います。

図４　重力異常の概念

16：図１を見て精度に全然不安を覚えないよ、と云う人はこの節
はスキップしていただいても問題ありません。
17：観測値と理論値の整合性は結構良い方だと思いますが、自画
自賛でしょうか。
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いますが21、しかし、それでもある特定の地域での地震
動を計算する、という目的には十分な観測密度ではな
い場合もあります。結局、これも必要に応じて観測を
追加するしかありません。もちろん、既にある観測値
とあわせて解析ができること、近年ではGPSの普及に
より位置決めが簡単になって、脈動の観測に比べても
ずっと観測が簡単にできるようになったことを考慮す
れば、微動探査と重力探査を組み合わせることもよい
考えであると思います。
ある地域において、微動アレー観測から得られた速
度構造を制約条件として与えて、重力基盤の3次元形
状を求めた例を図５に示します。この図では、細か
い基盤形状の変化を追跡するために地質調査所のCD-
ROMのデータに独自の観測点を大幅に追加して求め
たものです。複雑な基盤形状が読み取れるのではない
でしょうか。

４．入力地震動を考える
なんだか、予備知識に類する話を書いているうちに、

紙数もいつのまにやら多くなってしまいました22。し
かし、地震動予測の話をすることがそもそもの目的で
したから、そのことに多少なりとも言及しなくてはな
りません。以下では、差分法が利用できるやや長周期
領域と、それが難しい１秒以下の短周期領域について、
それぞれ別々に議論したいと思います。

４．１　やや長周期領域の地震動
やや長周期帯域の地震動は、工学的には大スパンの
橋梁や石油タンク、高層ビルといった長大構造物の振
動に大きな影響をおよぼします。特に、首都圏の深い
深い堆積層の上ではこのような周期帯で揺れやすいこ
とが知られていますので、見過ごしにできません。
既にこの周期帯の地震動の数値計算の技術は確立し
ているといってよい状態にあります。従って、地震の
特性と地盤構造さえわかっていて、しかもそれなりの
計算機を用意することができれば、任意の地点での地
震動を計算によって求めることが可能です。
ただし、この前提条件が曲者です。
将来の地震の特性が事前にわかるほど我々は地震に
ついて詳しいわけではありませんし、地盤構造について
も十分な知識があるとは言えないのが現実です。計算の
ための技術が確立していることと、それによってよい推
定値を得られるかどうか、は全く別の問題なのです23。
この周期帯の地震動は地震基盤の３次元的な形状に
大きな影響を受けると考えられています。しかし、波
長が長いですから、ごく表層の細々とした構造の違い
や変化には鈍感です。大雑把に言って、地震動の波長
と同程度のスケールの地盤構造の変化をモデル化でき
れば、数値計算の用には事足りることになります。で
すから、脈動を利用した構造推定、というやり方はよ
い選択であると言えます。
もちろん、地盤構造を知るためには適当な場所で
ボーリングをして調べるのが確実ですが、関東平野
や、大阪盆地のようにキロメートルのオーダーの深い
堆積層を有する地域ではもちろんのこと、いつでもど
こでも気楽に穴掘りをする、というわけにはいきませ
ん。数値計算で使えるような地盤モデルを作るために
は、それこそ、そこらじゅうに穴を掘らなくてはならな
いことになって、とてもたいへんそうです。
そこで、物理探査の手法が使われることになります。
地震動の予測をするために必要なのは、主として速

21：なにしろ、世界中にある可搬型の相対重力計の1/3は日本に
ある、という話もあるぐらいです。
22：というか、自分の好きな話ばっかり書いて、それって完全に
我田引水やん、と言われそうです。すいません。でも、ここまで

書いてしまって、今から書き直すのも辛いので（〆切も厳しい
し...）ご容赦のほどを。
23：実に当たり前のことですが、時々、こういう基本的な部分が
混乱しているような人もおられるようなので、念のために...。

図５　重力異常から求められた重力基盤の例
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度構造ですから、いきなり速度構造がわかる手法が便
利です。屈折法探査や反射法探査は比較的大きなス
ケールから細かい構造までよい精度で決定できる方法
としてよく利用されてきました。しかし、残念ながら、
センサーを設置した測線に沿った２次元断面しか求め
られません。３次元的な構造を知るためには、いくつ
もの測線を設定して観測をしなくてはなりません。
最近では、都市部で発破を用いることができません
から、大規模な屈折法探査はやりにくくなってきてい
ます。そうすると、どうしたって、バイブロサイスを用
いた屈折法や反射法を行うことになるわけですが、何
かとコストがかかってしまいます。ひと昔前に比べれ
ば、反射法探査の単価も驚くほど下がってきているよ
うではあるのですが、高価であることにかわりはあり
ません。いつでも、どこでも、というにはかなり敷居が
高い、というのが現実でしょう。
結局、ボーリングや反射法のデータに微動探査や重
力探査から得られる情報をあわせて地盤構造のモデル
を構築する、という実にありがちな結論に落ち着きま
す。ただ、波長がある程度長い地震波を対象としてい
ますので、観測点の間隔は1 ～数kmのオーダーで十
分な場合も少なからずあると想像されます24。観測点
の密度が足りない場合は、微動の三成分単点観測や重
力探査を追加することで比較的効率よく広い地域をカ
バーできることが期待されます。これらの観測法はそ
れほど高い解像度で地盤構造を推定できるわけではあ
りませんが、基盤形状の非常に細かい変化や詳細な層
構造までモデル化したとしても、数値計算の結果には
あまり反映されないでしょうから、効率を優先した観
測が有効であると考えられます。
これまでに述べてきた、観測や解析にかかわる種々の
注意事項に留意して観測を実施し、データの蓄積を進めて
いけば、数値計算に必要な地盤モデルを日本全国にわたっ
て整備していくことは現実に実行可能な範疇にある、と
考えています25。もちろん、このような地盤に関するデー
タベースを充実させようという動きも活発になってきて
いますから、それほど遠くない将来に、必要に応じて地盤
データをデータベースから引用してきて簡単に数値計算
で地震動予測ができるようになっているかもしれません26。

４．２　短周期領域の地震動
構造物への入力地震動を取り扱うという工学的な立
場からは、１秒よりも短い短周期領域の地震動を考え
ることが非常に重要です。しかし、差分法による数値
計算によって短周期領域の地震動を厳密に計算するこ
とは、現時点ではあまり現実的なことではない、と考え
られています。そのため統計的グリーン関数法などを
短周期領域に適用して、これを差分法によるやや長周
期領域における解析結果と重ね合わせて広帯域の地震
動を計算する、というような手法が用いられています。
短周期領域では地震動の波長も短いですから、広域
的な地盤構造の影響よりも、局所的な構造が重要にな
ります。極論すれば地盤の３次元構造なんてどうでも
よくて、１次元問題として考えれば十分でしょう、と云
うことになります27。
短周期帯ではごく表層の構造の影響を大きく受けま
すから、それほど深いボーリングでなくても、工学的
基盤と言われるせん断波速度で600m/s程度の層まで
の構造がわかっていればかなり有用であると言えます。
しかも、そのようなボーリングは、地震基盤に達する
ような穴に比べても圧倒的にたくさんありますから、
とても有効に利用できます。このこと自体は非常に喜
ばしいことなのですが、ここで、問題となるのは短周
期帯での地震動は波長が短いために非常に局所的な地
盤構造の影響を受けるということです。
つまり、現在のボーリングのデータの密度では全
然足りない、ということなのです。浅いボーリングは、
一見、たくさんあるように見えますが、短周期帯の地
震動を考えるには全然足りていないのです。
例えば、新幹線の例を考えてみます。新幹線構造物
はとても重要な構造物ですから、構造物を作るときに、
路線に沿って入念な調査が行われます。ですから、ほ
かの場所にくらべても新幹線構造物の周辺では、相当、
密なボーリングデータが存在しています。しかし、そ
れでも、高架橋の地震応答を計算するには、ボーリン
グとボーリングの間の未知の地盤をどのようにして埋
めて、構造物の応答計算をしたらよいのか、真剣に悩
んでしまうのです28。高架橋のような構造物を対象と
する場合、入力として与える地震動はどの橋脚にも同
じものを与える、という方法も考えられます。しかし、
橋脚毎の入力波形に位相差があったり、インコヒーレ
ントな成分が含まれていたりすると、応答はどちらか

27：さすがに、ここまで言い切ってしまうのは言い過ぎであると
は思いますが...。
28：2004年新潟県中越地震の際に高架橋がどのような挙動を示し
たのか、が多くの人に注目されたことは記憶に新しいところです。

24：もちろん、表層部分のせん断波速度に大きく依存します。
25：あとは、誰がやるか、ですが...。
26：やや長周期領域までしか使えない、としても、本当に実現す
ればすばらしいことである、と思います。しかし、本稿の最後
に述べていますが、最近は観測に対するインセンティブが薄れ
てきているような気がしています。従って、フィールドでの観
測を必要とするような事業はなかなか進みにくいのではないか、
という不安も少なからずあります。
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というと大きくなるようですから、一様に同じ入力を
与える、というのは危険側の判断をしてしまう可能性
があることになってしまいます。
このような非常に細かい構造を地盤探査で同定する
ことは大きな困難が伴います。
短周期微動の観測や解析はこれまで非常に多く行わ
れてきていますから、このような目的には最適のよう
にも思えます。しかし、微動の三成分単点観測を利用
する場合には、H/Vの物理的根拠があまりよくわから
ない、ということもあって、うまく構造を説明できて
いたりいなかったりして困ってしまいます。微動のア
レー観測はかなり有望ですが、短周期帯は自動車や工
場などの人工的な震源がたくさんあって記録に含まれ
ている波形がノイズなのか信号なのか区別のしよう
がなかったり、アレーの内側に震源が存在して正しい
位相速度を推定できない、という場合も少なくありま
せん。広大なグラウンドのようなところで、息をひそ
めてひっそりと観測をする、というようにかなり条件
が整っていないと合理的な結果を得ることは難しいで
しょう29。
重力によって表層の細かい構造を知ろうとすると
50m間隔というような極端に密な観測が必要になりま
すし、本来知りたいはずの密度構造の微小な変化が、
周辺の重いもの30や軽いもの31の影響に埋もれてしま
います。したがって、砂漠のまんなかで観測をする、
というような特殊な条件でない限り、細かい構造を知
ることは難しいでしょう32。
このような状況の元では、短周期領域の地震動に影
響の大きい地盤構造を同定することは、やや長周期領
域でのそれに比べても非常に困難であると言えます。
従って、たとえ、非常にすぐれた計算機が発明されて、
これまでできなかったような短い周期領域まで差分法
で厳密な計算ができるようになったとしても、地盤構
造のモデルのほうがその精度に追い付かない、という
ことになってしまします。
地震基盤のように深い構造と違って、短周期領域の
地震動に影響を及ぼす浅い構造はすぐ手の届くところ
にあるため、わかっているような気になってしまいが

ちですが、現実には灯台下暗しというか、あまりよく
わかっていない、ということをよく認識しなくてはな
りません。
最近では、観測によって、構造を決定するよりも、
既に、広く整備されている表層地質図などを参考にし
て統計的に地盤の速度構造に関するパラメータを簡易
的にモデル化する方法も提案されており、用途によっ
ては一定の成果をあげています。
短周期領域の地震動を考える上では、このような
種々の方法を組み合わせて少しでも情報量を増やして
利用できるものは何でも利用できる、という気持ちで
取り組むしかない、と考えています。しかし、より重要
な点は、現時点で得られている短周期領域での地震動
の推定結果は、このような背景のもとで推定されてい
るということを正しく認識し、そのうえで、推定精度
についての正しい理解をもって結果を活用していくこ
とではないでしょうか。

５．地盤探査をしないですませたい
差分法による数値計算で力づくで地震動を求める、
という考えとは別に、もしも、小さな地震の観測記録
があれば、その地震のすぐ近くで発生した（または発
生するであろう）大地震による地震動を予測できます、
という方法があります。これは、半経験的グリーン関
数法と呼ばれるものですが、小地震の記録をその地点
での地震のグリーン関数とみて、大地震を考える場合
には、これを重ね合わせればよい、とする考え方です。
この場合は、小地震の記録をグリーン関数と見なす
ことにより、途中の地盤構造の影響を全部込みにした
ブラックボックスとして扱うことができます。従って、
構造に関する細かい話をすべて飛ばすことができる、
という大きなメリットがあります。ただ、問題は、そ
のような都合のよい地震の記録が手元にあるかどうか、
ということです。また、予測が必要な場所に地震計が
おかれている、ということは、たいていの場合、期待で
きませんから、結局使えない、ということになってし
まいがちです。
ただ、グリーン関数がわかればいいだろう、という考
え方は非常に示唆に富んでいます。最近、密かなブー
ムになっているのが33、２地点間の観測記録の相互相
関がその間のグリーン関数になる、という考えです。
しかも、コーダ波のような散乱を強く受けた波の相互
相関を利用することができる、ということになってい
て、たいへん便利です。ある程度は理論的な背景も明

29：もちろん、これを実際にやっている人もおられますから、やれ
ばできることは間違いありませんが、いつでもどこでもお手軽
に、というような性質のものでないことは確かです。
30：コンクリート製の高架橋やビルなど。
31：ガソリンスタンドの地下タンクや下水管などの中空のものなど。
32：そして、そのような特別な条件のところの地盤データと云うの
はたいていの場合、私たちにとって不要なのです。誰も人が住
んでいないところでは、工学的なニーズがないのが普通ですから。 33：ホンマか？
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らかになってきていますので、現実的な応用への取り
組みが始められたところ、といえます。ただ、散乱波
を利用できるから、といって、そのまま微動のようなよ
くわからない波に適用できるのかどうかはよくわかり
ませんし、その適用範囲も明確ではありません。しか
し将来有望な手法のような気がしています。地盤探査
の話を書きながらこのようなことを言うのも無責任で
すが、もし、本当にグリーン関数がわかるのなら、必
要な地点間での同時観測をすることで、地盤探査をす
るよりもよほど効率よく、必要な場所における地震動
予測が可能になるはずです。
地盤構造探査のための手法の高度化の検討だけでは
なく、全く視点を変えて地盤構造を意識しない手法の
開発も同時にすすめられれば非常に有効ではないかと
考えて、あえて、ここに記した次第です。

６．おわりに
まとまりがないままに、だらだらと長く書いてしま
いました。ここまでおつきあいくださった読者の皆様
にはとても感謝しています。
地盤構造の推定の話は物理探査学会や地震学会で議
論されることが多いのですが、これらの学会の年次講
演会などに行ってみると、最近、微動を用いた地盤構
造探査の研究が10年前に比べて非常に少なくなってい
るように思えます34。かつては非常に多くの人が微動
の観測を行い、そのH/Vから「地盤の増幅度」や「卓越
周期」を出したりしていました。このような研究テー
マのためのセッションには非常に多くの時間がさかれ
ていましたが、最近ではすっかり少数派となってしま
い、今では花形の座は数値計算に取って代わられたか
のようです。
観測をベースにした研究と云うのは、観測に手間と
時間がかかるわりには、たとえば、得られた結果は、コ
ンター図が１枚だけ、とか、速度構造のプロファイル
がひとつだけ、というような今時の研究スタイル35に
はおよそマッチしていない地味で効率が悪い、という
ことがこの種の研究テーマが流行らなくなってきた理
由の一つでしょう。また、みんなが、どういうわけか
無闇と忙しくなって観測をやっているヒマがなくなっ
てきた、ということもあるかもしれません。そして、そ

れを見て若い人が観測に興味を失ってきて、あるいは、
観測そのものを知らないという状態になって、ますま
す、誰もこの種の研究をしなくなる、という悪循環に
陥っているようでもあります。地震動予測では地盤構
造モデルが結果に及ぼす影響は非常に大きいのですか
ら、地盤構造に関する研究は地震防災上極めて重要な
分野であるはずだ、と思うのですが、それが、あまり流
行っていない、という事実は、将来にむけて幾ばくか
の不安を覚えます。
微動はアレー観測に基づく位相速度の推定法を別に
すると物理的背景があまりはっきりしないままに利用
されてきたようなところもあります。このことが、微
動から得られた地盤構造の推定結果に曖昧さを引き込
んでおり、ひいてはそれが研究活動の停滞につながっ
ているのかもしれません。
物理探査の解析法については多くが既に完成された
もの、と云う認識も広がっているようで、新しい解析
法の開拓に対する意欲もあまり強くは感じられません。
そうは言っても、わずかではありますが、新しい解析
手法がコンスタントに提案され続けていることを考え
ると、観測をしてデータを蓄積する、というだけでな
く、まだまだ多くの研究テーマがが残されているよう
に思います。
地道なデータの蓄積だけではすぐに飽きがきてしま
います。
そうならないためにも、データの蓄積と併せて、新
しい手法の開発、明快な物理的解釈の与え方などにつ
いての研究が広く進められることが、微動をはじめと
した地盤構造推定に関連する研究テーマの活性化に必
要である、と考えています。そして、地盤構造に関す
る研究の発展は今後の地震動予測にとっても重要かつ
必要でもあるのです。
このような意識をもって、研究を進めていくことは
もちろんのこと、地盤構造の話ができる工学屋さんの
仲間を増やしていく努力も必要であると考えています。
そう、そこのあなたも、ぜひ、一緒に！

34：物理探査学会は行ってないので、よくわかりません。しかし、
地震学会では10年前と比べてみると、数え方にもよりますが、
半分くらいになっています。
35：要求されている成果の単位時間あたりの量（質はどうか、と
いう議論はさておき）が急速に増えている、という現実のことを
言っています。
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１．はじめに
土木構造物の地震時変形量を推定することは耐震設計
上からも重要な事項である。しかし、土木構造物といえ
ばすぐ思い浮かぶように、道路や鉄道の橋りょう、港湾
構造物、地下構造物、ダム、堤防等盛土構造物など数多
くの種類があり、それらの変形量の推定について述べる
のは容易ではない。そこでここでは、鉄道橋として一般
に用いられる梁と柱を組み合わせたラーメン高架橋と呼
ばれる構造物を取り上げて、レベル２地震動が作用した
ときの変形量等の推定について記述することとした。
ここで取り上げる高架橋は設計基準（後述する耐震
設計標準）により耐震設計されたもの、その高架橋を
杭基礎とフーチングの間に沓を設置して免震構造とし
たもの、さらに高架橋にダンパーを用いた制震工法を
施したものを取り上げ、最大変位量、残留変位量、柱
の応力等を比較する。
なお、制震工法に用いるダンパーであるが、これは
土木学会「技術評価制度」の適用第１号となった減衰
こま１）を用いた。

２．ラーメン高架橋
鉄道構造物の耐震設計基準である鉄道構造物等設計
標準　耐震設計２）（以下耐震設計標準）により耐震設
計された高架橋の応答結果を述べる。

図１に高架橋の形状を、図２に地盤条件を述べる。
この高架橋は３径間の１柱１杭基礎形式で、柱の高
さは10.6ｍ、杭は場所打ち杭でその長さは24ｍである。
この高架橋は耐震設計標準に示された非線形スペクト
ル法２）で耐震設計されている。この方法による応答値
の算定手順は次のようになる。
１）構造物の骨組モデルを作成する。
２）静的非線形解析（プッシュオーバーアナリシス）
により構造物の降伏震度（Khy）、降伏変位（δy）、
等価固有周期（Teq）および終局変位等の耐震性能
を把握する。なお、等価固有周期は次式によって
求める。

３）上記Khy、δy、Teqを用いて所要降伏震度スペク
トルで応答塑性率（μr）を求める。

４）μrをδyに乗じて応答変位を求める。
なお、この所要降伏震度スペクトルを計算するため

土木構造物（鉄道高架橋）の地震時変形量の推定

西村　昭彦、金本　昌幸
●㈱ジェイアール総研エンジニアリング

図１　高架橋一般図

図２　地盤条件

Teq=2×　
Khy

δy
̶̶̶√‾‾
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に用いた地震動は耐震設計標準に規定するL2地震動
のＧ３地盤（卓越周期0.25 ～ 0.5秒）のスペクトルⅡ（内
陸直下型地震動タイプ）適合波である。その波形を図
３に示す。
静的非線形解析による結果を図４に示す。これは線
路直角方向の解析結果である。これからこの高架橋は
Khyが0.41、δyが16cm、Teqが1.249ｓである。
この値を用いて所要降伏震度スペクトルからμr
を求めると2.74となり、したがって、最大応答変位は
44cmとなる。
この解析では残留変位は求まらないが、おおよそ最
大応答変位の1/2と考えるとその値は20cm程度となる。
また、柱の損傷は降伏は超えるが最大曲げモーメント
は超えない損傷レベル２であった。

３．免震高架橋
２．で述べた高架橋に対して、杭とフーチングを
切り離し、その間に滑り沓を設置して免震構造とした。
その一般形状を図５に示す。なお、杭は高架橋の応答
が低下するため、軸力変動が小さくなり、短い杭です
む。そこで図に示すように、柱１本当たり長さ５ｍの
アットコラム杭９本を設置することとした。アットコ
ラム杭および滑り沓の詳細を図６に示す。

アットコラム杭は攪拌混合によって地盤中に作成し
たコラムに羽付鋼管を建て込んで作成するもので、大
きな鉛直支持力が得られる杭である。

応答計算に用いるモデルは、高架橋は骨組モデル、
地盤は有限要素モデルとした。構造物付近のモデルを
図７に示す。なお地盤の水平方向の広がりは100mと
し、側方の境界条件の影響が小さくなるようにした。
地震波はスペクトルⅡ適合波の基盤波とし図２の基
盤面（Ｎ値50以上の角礫岩でせん断弾性波速度400m/s
と仮定）で粘性境界を介して入力した。
入力地震波を、高架橋の梁部（構造物天端）の応
答変位波形を図８に示す。高架橋の応答値は最大で
21cm程度と先の２．で述べた高架橋の半分程度にと
どまっていることが分かる。このときのフーチング底
面の滑り沓の履歴を図９に示す。なお、この滑り沓の
摩擦係数は0.1とした。

図３　入力地震動波形

図４　荷重―変位曲線

図５　高架橋一般図（アットコラム）

図６　アットコラム杭および滑り沓詳細
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この図から、沓には滑りが生じており、免震効果
を持つことが分かる。高架橋の応答は加速度で283gal、
最大変位で21cm、残留変位で5cmとなった。
　また、柱は２。の高架橋の断面積１ｍ角を80cm角に、
さらに鉄筋量をφ32mm10本を８本に減少したにもか
かわらず、降伏しない結果となった。

このように、この高架橋は２．で述べた高架橋と比
較すると最大応答変位量、残留変位量および柱の損傷
がいずれも小さくなった。
この構造の効果はこれから振動試験などを実施して
さらに確かめる予定であるが、その経済効果は、杭が
大幅に工事費が低減されることに加えて柱等も小さく
することができることから、相当な工事費を低減でき
ることが分かる。

４．制震高架橋
新設の高架橋は耐震設計なり、免震設計を行って建
設されるが、既設高架橋において耐震強度が不足する
場合は耐震補強工を実施することとなる。ここでは、
耐震補強を減衰こまによるものと想定し、線路直角方
向を取り上げ、減衰こまを取り付けた場合とそうでな
い場合の応答値を比較する。図10に高架橋の形状を示す。

この高架橋は４径間の杭基礎形式で、柱の高さは6.8
ｍ、杭はＲＣ杭で、１フーチング当たり端部36本、中

図７　構造物付近のモデル

図８　入力地震動および梁部応答変位波形

図９　滑り沓履歴曲線

図10　高架橋一般図
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間部27本、長さは20.0ｍで、径は400㎜である。また
地盤はＧ４地盤（卓越周期0.5 ～ 0.75秒）である。
この高架橋は静的非線形解析の結果降伏震度(Khy)
は0.32、降伏変位(δy)は36㎜となった。
また、この高架橋は降伏とほぼ同時に柱が剪断破壊
をすることが判明しており、したがって、この高架橋は
地震時の柱の変形量を36ｍｍ以内に納める必要があり、
そのために必要な減衰こまの能力（減衰力）を地震応
答解析で求めることになる。
減衰こまは、構造物に生じる層間速度（直線運動）
を滑りねじにより回転運動に変換し、増幅された速度
を回転部分に充填された粘性体に作用させることで粘
性抵抗力を発生させる。さらに、その粘性抵抗力が直
線運動への再変換過程において、ねじ部に作用すると
摩擦力が発生するものであり、大きな減衰力を得るこ
とができる。その構造を図11に示す。

これを用いることの利点は、減衰力を調整すること
によりレベル２地震動が作用しても構造物を降伏させ
ないようにすることが可能であり、上部の補強により、
基礎に大きな負担を生じさせないようにすることが可
能な点である。
動的解析に用いる高架橋のモデルは骨組とし、静的
非線形解析の結果から、杭・地盤を集約ばねとした。
図12に減衰こま有、無の解析モデルを、表１に解析
結果を示す。

本ケースの場合、減衰こまを設置することで柱上下
端の応答相対変位は33mm減少しており降伏以内にと
どめることが可能となった。

５．おわりに
以上、鉄道構造物として一般的に用いられるラーメ
ン高架橋の地震時の応答変位量を求めた。比較のた
め耐震設計されたもの、免震構造としたもの、さらに、
制震工法を施したものの変位量を示した。その結果、
一般の耐震設計を実施した高架橋が変位量は最も大き
くなった。
構造物の地震時の変位量は入力地震動の性状、構造
物および地盤の振動特性や非線形領域を含む変形性能
に大きな影響を受ける。したがって、今後この方面の
研究のさらなる進展が望まれる。

参考文献
１）土木学会：増幅機構付き減衰装置（減衰こま）によ
る構造物の耐震補強工法の設計・施工指針、技術
推進ライブラリー　No.1、2005.12

２）（財）鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等設計標準・
同解説、耐震設計、丸善株式会社、1999.10

図11　減衰こまの概要図

図12　解析モデル図

表１　解析結果

解析ケース 減衰こま
能力(kN)

柱部材

降伏時の相対変
位(mm)

応答相対変位
(mm)

減衰こま有 400
36

19

減衰こま無 ― 52
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１．はじめに
本稿では、地盤・構造物系の有効応力解析における
境界条件について概説する。土の応力ひずみ関係は、
ひずみや有効拘束圧に強く依存しており、粒状体特
有の性質であるダイレイタンシーも顕著である。した
がって、非線形せん断変形特性やダイレイタンシーな
どの体積変形特性を表現できるように有効応力で記述
した構成モデルが必要となる。また、飽和地盤の運動
場を扱うには、多孔質体理論などに基づき、土骨格と
間隙水（不飽和では間隙空気も）の運動方程式を記述
する必要がある。このような有効応力で記述された構
成モデルと土・水連成場の運動方程式を用いる解析は
有効応力解析と呼ばれている。有効応力解析では、土
骨格および間隙水に対して境界条件が必要となる。一
方、液状化の発生を考慮しない粘性土層などの地震応
答解析では、ダイレイタンシーを無視した構成モデル
が用いられる場合もあり、一般に全応力解析と呼ばれ
ている。全応力解析では過剰間隙水圧は陽に扱わず、
構成モデルは全応力で記述される。

２．土骨格の境界条件
（1）底面境界
底面境界については、全応力解析と同様に剛基盤あ
るいは弾性基盤が用いられる。図１は一次元解析にお
ける剛基盤と弾性基盤の解析モデルを示している。剛
基盤での入力動には、基盤面での上昇波（E）と下降波
（F）の和ub（合成波、E+F）が用いられる。一方、弾
性基盤での入力動には、開放基盤面上の露頭波uf（2E）
が用いられる。ここで、表層（第１層）と基盤層（第２
層）の２層地盤のSH波伝播を考えると、弾性基盤に対
する表層の増幅率は波動理論より次式で与えられる。

（1）

（2）

（3）

ここに、下添え字は層番号を示す。kは波数、Hは層
厚、αはインピーダンス比、ωは角振動数、Vはせん

断波速度、hは減衰定数（第２層の減衰は無視してい
る）、ρは密度である。また、剛基盤に対する表層の
増幅率は波動理論より次式で与えられる。

（4）

さて、後の振動台実験における入力動の議論の参考
のため、既往の遠心模型1）を対象とした有効応力解析
を行い、底面境界条件の影響について考察する。図２
は液状化地盤上の盛土をモデル化した遠心模型地盤で
ある。図は50gの遠心加速度を考慮して実物スケール
で示している。上部の緩い江戸崎砂層が液状化発生の
可能性が高い層であり、下部の密に締固められた硅砂
層は液状化発生の可能性が低い層である。また、地下
水位は地表面と一致している。解析に用いたコードは、
二次元有効応力解析コードLIQCA2D042）であり、当該
遠心模型実験に対して既にシミュレーションが実施さ
れ適用性の検討がなされている3）。
実験では剛土槽を用いていることから、シミュレー
ションでは剛基盤とするのが一般的であるが、ここで
は仮想的に弾性基盤（せん断波速度300m/s）とした解析

地盤・構造物系の有効応力解析における境界条件

渦岡　良介
●東北大学大学院工学研究科

図２　盛土の遠心模型（実スケール）1）

図１　剛基盤と弾性基盤
2E1 1
2E2 cos2k1H1+α2sin2k1H1│──│＝ ──────────√‾‾‾‾‾‾‾‾‾

 ω
 V1　1+2h1i
k1＝ ─────√‾‾‾

 ρ1V1　1+2h1i
 ρ2V2
α＝ ───────

√‾‾‾

 2E1 1
 E2+F2 cosk1H1│───│＝│────│
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も実施し、底面境界が解析結果に与える影響を考察す
る。また、側方境界は後述する擬似自由地盤境界であ
る。入力動には1968年十勝沖地震の際に八戸港で観測さ
れたNS成分を工学的基盤まで引き戻した露頭波4）を用い
る。地盤の材料パラメータなどその他の解析条件につい
ては、遠心模型実験のシミュレーションと同一である。
図３に盛土天端、側方地盤地表面およびモデル底面
における水平加速度の時刻歴を示す。出力対象となる
節点位置は図２の■に示している。また、図４に盛
土天端の鉛直変位（負値が沈下を示す）の時刻歴を示
す。剛基盤のケースにおける応答をE+Fで、弾性基盤
のケースにおける応答を2Eで表示している。剛基盤
および弾性基盤とも同一の入力動を用いていることか
ら、線形応答を考えれば、式（1）および式（4）からわ
かるように、地下逸散を考慮している弾性基盤のケー
スの方が剛基盤のケースより盛土の応答は小さくなる。
図３に示すように、加振初期（約4秒まで）においては、
弾性基盤のケースの応答が剛基盤のケースの応答より
小さくなっている。
この加振初期の応答の違いによって、液状化に至る時
刻が両ケースで異なり、その後の応答傾向は加振初期と
は異なっている。図３（b）の側方地盤地表面の応答加速
度の減少でわかるように、剛基盤のケースにおいて江
戸崎砂層が液状化に至る時刻は約4秒であるが、弾性基
盤のケースにおいては約７秒である。剛基盤のケース
において液状化が発生する約４秒以降では、図３（a）に
示すように盛土天端の応答は、液状化発生の遅い弾性
基盤のケースの方が大きくなる。また、弾性基盤のケー
スにおいて液状化が発生する約７秒以降では、図３（c）
に示すように、モデル底面における応答が剛基盤のケー
スとほぼ等しくなっている。液状化地盤ではせん断剛
性が著しく低下し、弾性基盤のケースにおいても基盤
面に対するインピーダンス比が小さくなる。このため、
式（1）および式（4）からわかるように、弾性基盤のケー
スでも剛基盤のケースに近い応答が得られたと考えら
れる。この結果、両ケースにおける盛土天端の沈下量
は図４に示すように、最終的には同程度となっている。
以上、盛土の遠心模型地盤を対象とした有効応力解
析結果を示したが、この結果はあくまでもここで対象
とした単純な解析条件下で得られたものであり、多層
地盤では異なる結果となる可能性もある。

（2）側方境界
側方境界については、以下の境界が用いられる。
①　鉛直ローラー
最もシンプルな境界である。剛土槽を用いた模型実

験のシミュレーションなどで使用される。実物の解析
で用いる場合には、側方境界からの反射波の影響を小
さくするため、モデル幅を十分に広くする必要がある。
②　繰返し境界
解析モデル両端の同一深度の節点変位が等しくなる
ように拘束する。水平成層地盤を扱う一次元解析で用
いられる。また、多次元解析においても、側方境界の
地盤条件（土層構成、物性）が同一であれば使用する
ことができる。
③　粘性境界
自由地盤部をダッシュポットにより接続する。自由
地盤部の応答は一次元解析により別途計算される。
④　擬似自由地盤境界
解析領域の影響を受けにくい幅広の自由地盤部（一
次元挙動となるように要素両端の同一深度の節点変位

図３　水平加速度の時刻歴

図４　盛土天端の沈下量の時刻歴
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が等しくなるように拘束する）を接続する。
いずれの境界でも、間隙水の浸透を考慮する場合に
は、土骨格の鉛直変位が生じるため鉛直方向を自由と
する必要がある。全応力解析においてモデルの対称性
を表現する際に用いられる鉛直固定・水平ローラーは、
間隙水の浸透を考慮する有効応力解析では鉛直方向の
変形が発生することから用いることはできない。また、
エネルギー伝達境界などの線形の構成モデルおよび周
波数領域を対象とした境界は用いられない。
有効応力解析は、地震中の地盤や構造物の応答値の
予測のみならず、地震後の残留変形の予測にも使用さ
れる場合がある。ただし、有効応力解析の残留変形予
測に対する精度は十分とはいえないのが現状であり、
その適用には十分な注意が必要である5）、6）。盛土構造
物や直接基礎構造物などの重量構造物、地中構造物な
どの軽量構造物、護岸構造物などの抗土圧構造物を扱
う問題では、地震前の状態でもせん断応力（初期せん
断応力）が地盤内に生じている。地盤が液状化した場
合、せん断剛性が著しく小さくなることから、わずかな
初期せん断応力の存在によって、残留せん断変形が生
じることになる。一例として、河川堤防の有効応力解
析で得られた地震後の残留変形図7）を図５に示す。こ
の解析では、側方境界として上記④の擬似自由地盤境
界を用いている。図に示すように堤体から離れた側方
境界部分でも解析モデル外側への水平変位が生じてい
ることがわかる。また、側方境界として、上記③の粘
性境界を用いた重力式護岸の有効応力解析では、背後
地盤では海側への水平変位（解析モデル内側）が発生
している8）。これらの残留水平変位は液状化に起因し
た流動変形の一部であり、地盤条件によっては、対象
としている構造物より大きなスケールで発生する可能
性があることに留意する必要がある。

３．間隙水の境界条件
間隙水に対しては、圧密解析と同様な境界条件が用
いられる。間隙水の境界条件としては、過剰間隙水圧
の値が指定される水頭固定境界（基本境界）と過剰間
隙水量が指定される流量固定境界（自然境界）がある。
地下水位位置は過剰間隙水圧0の水頭固定境界とさ
れる場合が多い。しかしながら、上部の不飽和層の透
水特性を考慮すれば、過剰間隙水圧0の設定は液状化
の判定上は危険側となる場合もある。ある埋立地の水
平成層地盤を対象とした一次元解析の結果を一例とし
て示す。図６に地震中（20秒まで）および地震後の地
下水位近傍要素における過剰間隙水圧比（地震中に発
生した過剰間隙水圧を初期有効上載圧で除したもの）

の時刻歴9）を示す。（a）は地下水位位置で過剰間隙水
圧を0に固定したケース、（b）は地下水位以浅の地盤
の不飽和浸透特性を考慮したケースの結果をそれぞれ
示している。また、要素14が地下水直下の要素であり、
要素10、12はより深い位置の要素である。図に示すよ
うに、地下水位以浅の地盤の不飽和浸透特性を考慮
した場合、地下水直下の要素14でも過剰間隙水圧比が
1に達しているほか、過剰間隙水圧の消散速度も遅く
なっている（ただし、実際には噴砂などの影響でこれ
ほど遅くならない可能性がある）。地下水以浅の不飽
和層の挙動は、杭やフーチングに作用する土圧、盛土
構造物などの変形量に影響すると考えられ、不飽和層
の挙動予測は今後の課題といえる。
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図６　過剰間隙水圧の時刻歴9）
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１．はじめに
土木分野における振動台実験事例は斜面や盛土など
土構造物の地震時安定性、地盤液状化関連（対策工法
も含む）と側方流動、杭基礎や地中構造物と地盤の動
的相互作用、鉄筋コンクリート構造・鋼構造の弾塑性
応答、など広い範囲に及んでいる。これらの実験的研
究で得られた成果が地盤や構造物に及ぼす地震の影響
に関する現象解明や耐震設計法の開発に役立ってきて
いることは疑いないところである。
最近、強震観測記録の公開、K-NETやKiK-netなど
の強震観測網の充実、さらに強震動合成手法の普及な
どのおかげで振動台実験に利用される地震波の選択幅
が広がっている。また、E-ディフェンスの本格運用に
伴って実大構造物模型の震動破壊実験に関する関心が
高まっている。
このような状況を踏まえつつ、本稿では、まず、地
震波加振の位置づけを整理し、次に、地震波加振と密
接な関係を持つ振動台制御技術の一端を解説する。そ
れらに基づいて、振動台実験に用いられる地震波形を
選択する上での留意点、利用方法などについて述べて
みたい。なお、本稿では、重力場の振動台実験を対象
にしている。

２．地震波加振の位置づけ
２．１．地震波加振の目的
振動台実験における加振には、1正弦波ステップ加
振、2正弦波掃引加振、3ホワイトノイズ加振、4正
弦波N波加振（Nは波数）、5地震波加振などが用いら
れている。1～3は供試体の振動特性把握、4は供
試体の基本的な応答特性（塑性領域応答含む）把握、に
それぞれ利用される。これらに対して、5地震波加振
の目的は大まかに以下のように分類できる。
①現象の再現・解明
②理論の適用範囲の確認
③解析モデルの構築・検証
④非線形解析手法の妥当性検証のためのデータ取得
⑤地震被害の再現・原因究明
⑥新工法や新構造形式の安全性照査
⑦耐震補強等の効果確認

⑧設計した構造物の安全性の確認
⑨新技術等の評価検証
それぞれの地震波加振目的は研究内容と振動台加振
能力（加振性能限界、積載質量、台寸法など）などの
観点から次のように評価できる。①～④は基礎的な内
容であり、実験データの分析や解析手法の適用などの
検討が加えられる。一方、⑤～⑨は実証的・応用技術
的な内容であり、極端に言えば、実験データそのもの
で目的が達成される。
振動台加振能力の観点からは、どちらかといえば、
①～④については中小振動台クラスと水平一軸加振で
の対応が可能と考えられる。一方、⑤～⑨については、
供試体が実物あるいは大型模型が求められるから、大
型あるいは超大型振動台クラスの利用が望まれるであ
ろう。三次元加振が伴えば申し分ないといえる。

２．２．地震波加振における代表波形
これまでに数多く実施されている振動台実験を振り
返ると、地震波加振の代表的な波形は次のようになろ
う。
①1995年兵庫県南部地震以前の既往加速度強震記録
②1995年兵庫県南部地震の強震加速度記録
③耐震設計基準・指針類における設計用地震動
①としては、El Centro波、Taft波、八戸波、などが
代表的である。兵庫県南部地震以前では、サイトを特
定した設計用地震動作成の重要性が認識されていな
かった。また、旧来の耐震基準・指針類においては、
動的解析に用いる地震動としてこれらが推奨されてい
た。このような理由により、地震波加振の定番波形と
して利用されてきた色彩が強い。
②については、しばしば東神戸大橋周辺地盤上、JR
西日本鷹取駅、神戸海洋気象台、神戸大学などの加速
度記録などが用いられている。これらの観測地震動は
構造物に壊滅的な被害を及ぼした地震動、あるいは既
往最大という観点からの利用と思われる。
③については、たとえば、鉄道構造物等設計標準・
同解説　耐震設計1)におけるスペクトル適合設計地震
動の加速度波形が挙げられる。この種の波形は当然の
ことながら、関連する構造物や施設を対象とした場合

振動台実験に用いる地震波形をどう考えるべきか

大友　敬三
●(財)電力中央研究所
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の耐震性評価についての説明性が高いといえる。
その他、最近では波形合成法による想定地震動も実
験目的に応じて利用されてきている。

３．振動台制御と地震波加振
振動台実験では、供試体が振動台を揺すり返すこと
で振動台の動きが変化する相互作用が生ずる。この効
果は、振動台質量に比して供試体の質量割合が大き
く、供試体の共振振動数付近で顕著となる。このよう
な相互作用は振動台による地震波形の再現性を著しく
低下させる。
このような相互作用を振動台制御により処理する方
法が２つある。ひとつは実時間サブストラクチャハイ
ブリッド実験または振動台型ハイブリッド実験、もう
ひとつは反力補償制御機構と呼ばれるものである。

３．１．振動台型ハイブリッド実験
振動台型ハイブリッド実験2～4では、図１に示すよ
うに下部構造（地盤を想定しても良い）が数値解析部
として取扱われる。上部構造に相当する部分は実験部
として振動台上に供試体として設置される。この場
合、反力計測装置（ロードセルや分力計）を介して固
定される。地動加速度をχ̈g，上部構造の反力をqとす
ると、下部構造である数値解析部の運動方程式は変位
ベクトルを用いると

⑴

で表せる。ここにM、C、K、はそれぞれ質量、減衰係
数、剛性マトリックスである。反力ベクトルは上部構
造との結合点にあたる成分にのみ反力を持つ。式⑴を
解いて上部構造との結合点における絶対加速度χ̈+χ̈g
を求めて振動台に入力する。
振動台により上部構造が励起され、結合点に生ずる
反力を数値解析部にフィードバックする。計算機部で
は、次のステップの地動加速度と計測反力とから計算

を進める。以上の過程を繰り返せば、上部構造は下部
構造に据え付けられた状態と同等の加振実験となる。

３．２．反力補償制御
振動台実験においては、供試体の共振振動数付近で
のゲインを補正する伝達関数補正加振が採用される。
しかしながら、供試体が破壊する過程においては、振
動台の制御系は供試体の特性変化（たとえば、剛性低
下）の影響を強く受け、伝達関数補正制御による方法
では、目標とする波形の再現性が低下する。このよう
な問題を解決するために「反力補償」と「適応フィルタ」
を用いた実時間反力補償制御技術5が開発導入されて
いる。
実時間反力補償制御の概念を図２に示す。反力補償
制御は、供試体反力の相殺に必要な加振力は発生する
補償信号を出力する。このような条件を満たす補償器
は加振機の油柱共振周波数よりも高周波数域でノイズ
の影響を強く受ける特性を持つ。このため、油柱共振
周波数よりも低周波数領域に適用される。

図１　振動台型ハイブリッド実験の概要

Mẍ +Cẋ+Kx=－Mχ̈g+q

図２　実時間反力補償制御機構

図３　反力補償制御による供試体速度応答スペクトル

図４　適応フィルタによる供試体速度応答スペクトル

反力q



30 JAEE　No.3  July.2006

適応フィルタは目標信号と実際の出力信号を比較
し、両者の振動台伝達特性を極めて短時間に同定して
修正信号を作成する。同定するにあたっての周波数サ
ンプリング刻みを細かくする必要があるため、必然的
に高周波数領域における適用性が高い。
これらの反力補償制御技術の実例6を紹介する。図
３は塑性応答を伴う供試体の速度応答スペクトル（減
衰定数5%）を示している。供試体の共振振動数が低下
したことにより、反力補償制御がない場合には、供
試体の弾性共振振動数付近での応答が大きい、すなわ
ち、振動台特性が低下していることが明らかである。
これに対して、反力補償制御がある場合（図中のREC 
ON）には、供試体の塑性化に左右されずに振動台の
応答特性が安定している。
適応フィルタ制御用供試体に関する同様な速度応答
スペクトルを図４に示す。塑性応答時には、適応フィ
ルタ制御がある場合（ADF ON）で供試体の固有振動
数約17Hz付近での振動台応答特性の低下がうまく補
償できており、適応フィルタ効果が顕著に認められ
る。

４．地震波をどう選択するか
４．１．実験種別の観点
あらゆる目的の地震波加振に共通して、地震動強度
の大小にかかわらず供試体に擬共振が生ずるように、
供試体の動的力学特性や周期特性を考慮して地震波
を選択することが肝要である。この場合、供試体の応
答が塑性領域に達すれば、剛性低下に伴って固有振動
するが低下する。このことを見込んだ上で弾性時の固
有周期よりも長い周期が卓越する地震波を用いること
が賢明である。適切な観測地震波が得られない場合に
は、幅広い周期帯域に平坦なスペクトル特性を有する
模擬地震波を用いることも有効である。さらに、実時
間反力補償制御手法と組み合わせれば、波形の再現性
を損なうことなく供試体の塑性化に適応した加振が期
待される。
２．１で示した②理論の適用範囲の確認、③解析モ
デルの構築・検証、④非線形解析手法の妥当性検証の
ためのデータ取得、など実験データと理論的ならびに
数値解析的検討と連携した検討が必要な地震波加振
については、位相特性の異なる地震波を数種類用意し
て検討するのが理想的である。地盤材料や鉄筋コンク
リートならびに鋼部材の非線形履歴特性は地震波の位
相に大きく影響される。この結果、構造系の応答がば
らつくことも知られている。このため、単一の位相特
性だけの地震波加振結果のみからでは、応答の過小評

価や適用範囲を見誤る可能性があるからである。
２．１で示した①現象の解明や応用実証的な加振を
目的とする地震波加振においては、地震動強度（加速
度、速度、変位など）のみならず継続時間の影響、す
なわち総エネルギー入力について考慮すべきである。
たとえば、鉄筋コンクリート部材では、繰返し荷重を
受けることにより耐力が低下することが知られている
からである。また、地盤や構造物の進行性破壊につい
ても不明な点が多いため、継続時間の影響評価も重要
である。

４．２．地震波選択の留意点
試験研究機関等が保有する固有の振動台には、それ
ぞれの設計思想で定められた加振性能限界がある。当
然のことながら、この範囲内で加振可能な周期特性、
最大振幅、継続時間などを有する地震波が選ばれる。
E-ディフェンスにおいては、同震動台の有効利用に資
するための強震動データベース7)が構築され、このデー
タベースにおいて、選択された地震動ごとに上述の
制約条件を判定する機能が備わっている。このような
ユーザ向け地震波選択ツールは大変貴重である。
さて、昨今、地震工学分野で話題になっている長周
期地震動の特徴としては、周期１秒以上における変位
振幅の卓越や数分間にも及ぶ継続時間などが挙げられ
る。これらの扱いについては、振動台加振能力の観点
からは注意が必要である。
電気油圧サーボ方式の振動台を用いて加速度制御で
加振する場合には、変位の長周期成分の特性が低下す
る。これは、制御回路における入力積分回路に組み込
まれたハイパスフィルターの折れ点周波数の影響を受
けるからである。多くの振動台では、加振性能設計は
正弦波の加速度振幅に基づいており、変位振幅は設計
条件に考慮されない。このため、使用する振動台にお
けるハイパスフィルターの特性を勘案した再現可能な
変位振幅の周期特性を知る必要がある。
地震波も正弦波も同様であるが、それぞれの速度振
幅と加振継続時間はアキュムレータ容量に支配され
る。アキュムレータは、電気油圧サーボ型振動台で多
用されている油圧システムの構成要素である。例え
ば、E-ディフェンスでは、JR西日本鷹取駅における三
成分地震記録を再現できる容量8)を有している。ただ
し、同地震観測記録の継続時間は40秒間（ただし、主
要動部は約20秒間）である。しかるに、1944年東南海
地震を想定した強震動波形合成例9)では、少なくとも
300秒間は振幅の大きな波動が継続している。このよ
うに、振動台設計で考慮されていなかった継続時間に
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対する加振能力については、事前の確認が必要とな
る。加振能力を超えるようであれば、速度振幅を抑え
ることや継続時間の短縮などの工夫が求められよう。

５．おわりに
振動台実験を行う上で、地震波の選択の幅が広がっ
た。地震波形の再現性を高めたり、対象構造物の設置
条件に合わせたりする加振制御も可能になってきてい
る。このような状況を踏まえた上で、地震波加振の目
的と照らし合わせながら振動台実験における地震波形
の選択について考えてみた。新たな形態の地震被害を
経験する前に、適切な地震波形の選択に基づく振動台
実験により、想定される地震被害像を明らかにしてい
くことが望まれる。
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１．はじめに
ゆるい砂地盤が液状化すると構造物が沈下や浮上す
るだけでなく、地盤全体が数mのオーダーで流れ出し
てしまうこともある。これを地盤流動とか側方流動と
か呼んでいる。流動が発生するとそこに建っている構
造物は地盤の動きに引きずられて甚大な被害を受ける。
したがって、地盤から構造物への入力変位量としては
この場合が最大の値となり、耐震設計を行うにあたっ
て、このような非常に大きな地盤の変位量も考慮して
おく必要がある。
ところが、地表面で数mにも及ぶ変位が生じること
が定量的に分かったのは約20年前であり、10年前頃か
ら土木構造物の耐震設計に考慮され始めたにすぎない。
したがって耐震設計への考慮の仕方や流動変位量の推
定方法等が確立したとは言い難いのが現状である。こ
こでは、液状化にともなう地盤流動に関して研究、技
術開発の経緯を紹介し、設計方法や流動量の推定方法
について述べる。

２．地盤流動が認識されるようになった経緯
1964年に発生したアラスカ地震と新潟地震が液状化
に関する研究を精力的に行う契機となったが、この時
にはまだ流動に関しては信濃川の川岸が流れ出した
のではないかとの定性的な認識しかされていなかった。
これに対し、約20年後に発生した日本海中部地震後の
調査で流動量の定量的な把握が行われるようになった。
日本海中部地震では能代市の緩やかな砂丘末端斜面
で液状化によりガス導管などが大きな被害を受けた。
地表面勾配は２～３％と緩やかであった。この被災原
因を調べるため、地震前･後の航空写真を用いて地表
面の変位量の測量を行ってみたのが図１である1）。こ
の地区には前山と呼ばれる低い丘を中心として周囲に
緩やかな斜面があり、その緩斜面に沿って地盤が動い
ていた。その変位量は最大で5mにも及んでいた。こ
れにより埋設管や家屋、道路が被害を受けた。
それなら新潟地震の時はどうだったのかと、次に新
潟市内も測量してみたら、信濃川沿岸では護岸の崩壊
にともなって8mを超える変位量が生じていた。流動
した範囲も最大で護岸から約300mまで達していた。

さらに、過去の事例として、1923年関東地震、1948
年福井地震、1971年サンフェルナンド地震などについ
て同様の調査が行われ、また、丁度、1990年フィリピン・
ルソン島地震、1991年コスタリカ・テリーレリモン地
震、1993年北海道南西沖地震で流動が発生したため、こ
れらの事例も詳しく調べられた。振動台実験や解析で
このような地盤流動を再現することも研究された。
これらにより地盤流動の定量的な把握が行われてい
たところに、1995年兵庫県南部地震が発生した。この
地震では、神戸およびその周辺の各地で岸壁・護岸が
数ｍほどはらみ出した。そして液状化した背後地盤が
海に向かって流れ出した。その流動範囲は背後100m
程度まで及んだ。流動した地盤にあった橋梁や建築物、
タンクなどの杭基礎が海側に押されて甚大な被害を受
けた。図２は神戸のＬＰＧ貯蔵タンク基地で発生し

液状化による地盤流動の検討方法

安田　　進
●東京電機大学理工学部建設環境工学科

図１　能代市の前山付近の水平変位分布測量結果１）

No.7断面
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た地盤流動状況2）を示す。ここでは護岸がはらみだし、
背後の敷地全体が海に向かって流動し、地割れが多数
発生し、また局所的に地盤が陥没した。そして、小型
タンクの杭基礎などが流動によって被害を受けた。
地盤流動が発生した地域に対して、地震後に航空写
真による変位量の測定はもとより、クラックの発生を
もとに地盤の水平変位分布を調査することや、被災し
た杭の深さ方向の破損状況を調べることなど、多くの
調査が行われた。また、岸壁が大きくはらみ出した原
因について、運輸省港湾技術研究所などで有効応力法
による地震応答解析や振動台実験が行われた3）。これ
らによりまず岸壁がはらみ出した原因が説明された。
そして、杭基礎の被害が甚大であったため、地盤流
動が杭基礎に与える影響に関して振動台実験や解析に
よる研究が多く行われてきた。

３．地盤流動の特徴
上記の例でみられるように、液状化にともなう地盤
の流動には、図３に示したように緩やかな傾斜地盤で
斜面に沿って発生する流動と、岸壁や護岸の移動にと
もなう背後地盤の流動の２つのタイプがある。

通常地震時にすべり破壊を生じる斜面は20°～ 40°
といった急な斜面である。これに対し、地盤が液状化
した場合には、能代市の例でも見られるように２～
３％といった非常に緩い勾配の傾斜地盤でも大きく流
れ出す。このような緩い傾斜地盤では滑らそうとする
力は当然大変小さい。したがって、液状化によって地
盤のせん断強度や剛性が大幅に減少したことにより、
このような流動が発生すると考えることができる。
一方、護岸・岸壁が前にはらみだした場合、もし背
後地盤が液状化していなければ（45° -φ/2）程度の角
度の滑り面で地盤がくさび状に滑るだけである。ただ
し、φは土のせん断抵抗角であり、通常砂では30°前
後である。したがって、神戸の事例のように岸壁や護
岸が10m程度の高さであれば、背後の6m程度の範囲
の地盤が岸壁や護岸に向かって滑り落ちるだけである。
ところが、前述したように新潟では最大300m、神戸
では100m程度の範囲の地盤が流れ出した。このよう
に液状化した場合には岸壁・護岸背後地盤の流動範囲
が数十倍にもなってしまうのである。
さて、地盤流動によって生じる水平変位量の水平お
よび鉛直方向の分布はどのようになるであろうか。地

図２　兵庫県南部地震において地盤流動が発生したLPG貯蔵タンク基地における地割れ発生状況2)
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表面における水平分布に関しては神戸の岸壁背後地盤
について石原らが地割れ分布と幅を詳しく測定し、図
４のようにまとめている4）。これを見ると、流動範囲
内で水平変位量が直線的に減少するのではない。従っ
て、流動範囲内でも地盤の水平ひずみは岸壁・護岸に
近いほど大きいと言えよう。一方、水平変位量の鉛直
方向分布に関しては振動台実験での観察が行われてい
る。ただし、液状化層が厚い模型地盤での実験が出来
ないためはっきりしないが、cos分布に近いので、この
ように仮定して杭の設計を行うことが多い。

ところで、このような地盤流動が発生するタイミン
グはいつ頃であろうか。これを探るためにこれまでい
くつか聞き込み調査が行われてきているが、なかなか
難しい。最近やっと証言が得られたのは新潟地震の際

の昭和大橋付近の護岸背後地盤の流動のタイミングで
ある。これは“巻頭言”に述べておいたが、どうやら地
震が始まって１分余りたってから落橋し、その後護岸
背後地盤の流動が発生したようである。簡単に言うと、
地震の主要動で液状化が発生し、その後“よいしょ”と
地盤が動き始めたということであろう。このタイミン
グが杭の設計を行う時には特に大切であり、今後も検
討が必要と考えられる。

４．地盤流動が構造物に与える影響と現行の設計方法
土木構造物の種類は多く、また地盤との接し方も多
岐にわたっているので、地盤流動が発生した場合に各
構造物に与える影響もそれぞれ異なっている。建築物
と配管も含めて、その影響を挙げてみると表1のように
なるのではないかと考えられる。

兵庫県南部地震以降、地盤流動の影響を耐震設計指
針類に導入することが熱心に検討されてきた。そして、
道路橋、鉄道、港湾、建築物、上水道、下水道、高圧
ガス、高圧ガス導管の耐震設計で流動を考慮するよ
うになってきている。各基準類で設計方法が異なるが、
大別すると次のような考えに基づいている。
①杭基礎：流動する地盤からの土圧が杭を水平方向に
押すと考える（土圧法と呼んでいる）か、または地盤の
水平変位量の鉛直方向分布を推定し地盤バネを介して
杭に加えて（応答変位法と呼ぶ）、杭の曲げモーメン
トや杭頭変位量を求める。
②埋設管や地上配管：地表面付近の水平・鉛直変位量
の水平方向分布やひずみを推定し、その値を管に与え
て管に生じる応力を求める。

図３　地盤流動のタイプ

図４　岸壁・護岸背後地盤の水平変位分布のまとめ4）

表１　地盤流動により構造物が受けると思われる影響

構造物の種類 地盤流動の影響

直接基礎の建築物・
貯蔵タンク・鉄塔・
架台

基礎が水平方向に引張りや圧縮され
る。また、流動に伴う地盤の鉛直沈
下により不同沈下する。

杭基礎の橋梁・高
架橋・建築物・貯蔵
タンク・塔・架台・
鉄塔

杭が曲げ破壊する。また、杭頭変位
が大きくて落橋する。

岸壁、護岸 岸壁や護岸が大きくはらみ出し、矢
板式では破損する。

ガス導管、上・下
水道管、電力・通
信ケーブル、地上
配管

管の曲げや圧縮、引っ張り破壊が発
生する。

造成盛土、道路・
鉄道盛土、ダム 盛土が崩れる。
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５．地盤流動量の推定方法
上述したように、土圧法以外の地盤流動に対する設
計方法では地盤の水平方向および鉛直方向の変位量の
分布を推定する必要がある。この推定方法には、①被
災事例をもとに導き出した経験則で推定する方法と、
②解析を行って推定する方法がある。①の方法は例え
ば、高圧ガス施設の設計指針5）に導入されている。こ
の方法では、まず岸壁・護岸の移動量を、次に流動範
囲を推定し、最後に変位分布をもとに任意の地点の水
平変位量を求めるようになっている。ただし、このよ
うな経験則では当然のことながら推定精度は②に比べ
て劣るし、また、種々の岸壁・護岸や地盤の条件には
対応できない。
これに対し、②の方法ではまず地盤流動なるものが
どのようなメカニズムで発生するのかを確定し、解析
方法を選定する必要がある。日本海中部地震後に流動
の実態が明らかになってから、まず（財）地震予知総合
研究振興会の中に設けられた研究会などで議論がたた
かわされた6）。その時には７つ程度の案が出されてい
たが、最近ではこれが整理され、流動する土を①固体
としてとらえる考え方、②液体としてとらえる考え方
に大別して分類が行わるようになった。そして、液状
化による地盤や構造物の大変形に用いている解析手法
を地盤流動にも適用することが行われてきた。
このような経緯のもと、現在ではいくつかの方法で
地盤流動変位を解析することが行われている。例え
ば、有効応力法による動的解析プログラムを用いて井
合ら3）、渦岡やCubrinovski7）らは岸壁・護岸背後地盤
の解析を行っている。また、筆者達は静的解析法であ
る“ALID”を用いて護岸背後地盤や傾斜地盤の解析を
行ってきている8）。一例として、図１に示した能代の
No.7断面に沿ってALIDで解析した変位量と実測値を
比較したもの9）を図５に示す。変位量が異なっている
地点もあるが全体には解析でも実測に近い変位量が得
られていると言えよう。

このように、特に兵庫県南部地震以降、地盤流動を
解析することがかなり行われるようになってきてはい
るが、解析方法による結果の違いに関してはまだ明ら
かにされていない。ただし、前述したように液状化に
よる大変形の解析方法を用いて地盤流動の解析を行っ
ているので、液状化による大変形で解析方法を比較し
た例が参考になるであろう。
このような液状化による地盤や構造物の変形に関す
る一斉解析（比較解析）は既に約15年前に地盤工学会
で試みられている10）。この時は新潟地震で沈下した県
営アパートを対象にして行われたが、推定された沈下
量は実測値に比べてかなり小さく、また、解析プログ
ラムによって大きく異なっていた。その後、液状化に
伴う大変形を表現できるように各解析方法とも改良が
重ねられてきた。３年前にはポートアイランドの地盤
に高さ12m、幅10mのタンクが設置された場合を想定
して、一斉解析が行われた11）。ここでは最近我が国で
良く使われるようになってきている有効応力解析によ
る動的答解析コード“FLIP”、“STADAS”、“LIQCA”、
“DIANA”、“NUW2”、“STADAS2”と、前述した静
的解析の”ALID”が用いられた。図６のa ～ gがそれ
らの方法による沈下量の解析結果を示している。これ
に見られるように、数10cmといった大きな沈下量も
推定できるようになってきた。各解析結果もかなり近
づいてきたがまだ少し異なった結果となっている。こ
れに関し、筆者は解析には詳しくないので、解析に詳
しい吉田望教授（東北学院大学）が話していらっしゃ
ることを引用させていただくと、対象としている構造
物や地盤と同様なケースで変形量が分かっている事例
に対してまず解析方法を適用し、キャリブレーション
の方法を習得しておいてから対象構造物の解析を行え
ば各方法で信頼のおける結論が得られるであろう、と
のことである。

図５　能代市のNo.7断面（図1参照）に対するALIDによる水
平変位量の推定結果と実測地の比較9）

図６　液状化によるタンクの沈下に関して行われた一斉解
析結果11）
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以上みてきたように流動変位量の推定方法はまだ確
立されていなく、各解析方法の確立や新たな方法の
開発、また、それに用いる地盤の調査・試験方法の開発、
耐震設計基準類への導入など、研究・技術開発が必要
であろう。

７．あとがき
ここでは述べなかったが、地盤の密度や種類によっ
て流動量が大幅に変わることに留意が必要である。ま
た、地盤流動の問題にはこの他に、流動が構造物に与
える影響の考慮の仕方や、対策方法など他にも多くの
研究・技術開発の課題を抱えている。
なお、地盤工学会では流動に関する研究委員会が開
かれ、それが文献12にまとめられているので、一読し
ていただければ幸いである。
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１．はじめに
地中埋設管路の耐震設計では、応答変位法を用いる
ことが基本とされ、地盤の変位やひずみが設計荷重と
されている1～8。通常、応答変位法では地盤変位の分
布形状は水平面内では正弦波形、鉛直面内では1/4正
弦波形として設定される。埋設管路に対する設計指針
は1995年兵庫県南部地震以降、レベル２地震動の導入
に伴い改訂され、設計速度応答スペクトルや液状化地
盤における設計地盤ひずみの見直しが行われたが、非
液状化地盤における地盤変位量及びひずみの算定方法
については、従来と同じ手法が用いられている。
近年、上水道管路の現行指針による計算結果が、実
地震の震源域では実状に合わないことが指摘されてい
る9、10)。そこで、本文では、先ず現行設計指針におけ
る地震荷重の概要を紹介し、次に耐震計算結果が実状
と矛盾する事例を簡単に紹介して、矛盾の原因につい
て若干の考察を加える。

２．現行設計指針による地震荷重の概要
代表的な埋設管路について、各指針による非液状化
地盤における地震荷重の関連事項を整理し表-1に示す。
1995年兵庫県南部地震以降、共同溝の設計指針以外は
改訂された。主な改訂点は従来の地震荷重に加えてレ
ベル２地震動が導入され、後者の設計速度応答スペク
トルが従来の応答速度の約8倍の大きさに設定された
ことである。また上水道、下水道については、従来考
慮されていなかった人工改変地盤や不整形地盤に対す
る地盤ひずみの割増しが追加された。ただし、一様地
盤における地盤変位量及び地盤ひずみの算定方法につ
いては、旧指針の方法が引き続き用いられている。
各設計指針では、応答変位法に用いる表層地盤の地
盤変位量は、式(1)で算定することが基本とされている。

⑴

⑵

ここで、Sv：工学的基盤(Vs≧300m/sec)における設計
速度応答スペクトル(cm/s)

TG：式⑵による表層地盤の固有周期(s)
z：地表面からの深さ(m)
H：表層地盤厚さ(m)
Hi：第i層の地層の厚さ(m)
Vsi：第i層のせん断弾性波速度(m/s)

各指針の工学的基盤面におけるレベル２地震動の設
計速度応答スペクトルを図１に、埋設管路の軸線に沿
う地盤変位のイメージ図を図２に示す。埋設管路の軸
線に対し角度θの方向から、波長Lの正弦波状の地震

地中埋設管の設計用地震荷重と検討課題

大町　達夫／大嶽　公康
●東京工業大学　　●日本上下水道設計

図１　工学的基盤面における設計速度応答スペクトル

図２　埋設管路の耐震設計で考慮する地盤変位分布
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波が入射する場合を想定すると、管軸方向の地表面地
盤ひずみはθ=45°で最大となり、その最大値は式⑶
で与えられる。

⑶

地盤ひずみは、上水道、下水道、共同溝の設計指針
では式⑶で、高圧ガスの指針では式⑶の２倍が算定
される。上式中の波長Lは上・下水道の指針では、表
層と工学的基盤のS波速度Vs1とVs2、および表層地盤の
卓越周期TGを用いて、L1＝Vs1TGとL2＝Vs2TGを算定し、
それらの調和平均として定める方法が用いられている。
すなわち、

⑷

一方、高圧ガスの設計指針では、波長Lはレイリー
波の位相速度と表層地盤の固有周期から求める方法が
用いられている。

３．検討課題の抽出
１）震源域での埋設管被害と設計値との比較
1995年兵庫県南部地震の際、神戸市ではダクタイル
鋳鉄管（以下、DCIP）や鋳鉄管（CIP）などの管種に配
水管路の被害が発生した。DCIPの被害率は液状化地盤
で0.87件/kmと高かったが、非液状化地盤でも全体の
32%（被害率0.35件/km）に及ぶ被害が生じた。そこで
現行設計指針に従い、非液状化地盤での被害発生地点
を対象として、表１や図１に示す地震荷重をもとに管
体応力度や継ぎ手変位量を改めて算定してみると、計
算値は許容値以下となり管体破損のみならず継ぎ手の
離脱も全く発生しないという矛盾する結果となった9。
2004年新潟県中越地震(M6.8)では、最大震度７を記
録した本震に引き続き、これに匹敵する規模の余震が
相次いで発生した。これらの地震の震源域では、他
のライフラインと同様に上水道管路も多くの被害を受
け、42市町村（合併前）の約13万戸で断水が発生した。
管路被害率は長岡市で0.30件/km、小千谷市で0.31件
/kmであった。しかし現行設計指針による非液状化地

表１　埋設管路の設計指針による地震荷重の概要

項目 上水道1,4 下水道2,5 高圧ガス3,6 共同溝7

旧
指
針

改訂年度 1979年 1981年 1982年 1986年
応答速度 最大12cm/sec 規定なし 最大12cm/sec 最大12cm/sec

地表面変位

Uh＝2/π2・Kh’･Sv･TG
Kh’：耐震設計上基盤面

設計水平震度
Sv：Kh’=1.0における
応答速度(cm/s)

TG：地盤固有周期(s)

規定なし

Uh＝2/π2・ν･Sv･TG
Sv：応答速度(cm/s)
TG：地盤固有周期(s)
ν：地域別補正係数

Uh＝2/π2・Sv･Ts
Sv：応答速度(cm/s)
TG：地盤固有周期(s)

 Ts=1.25Tg

一様地盤ひずみ
εG=π･Uh／ L
Uh：地盤変位(cm)
L：見かけの波長(cm)

規定なし
εG=2π･Uh／ L
Uh：地盤変位(cm)
L：見かけの波長(cm)

εG=π･Uh／ L
Uh：地盤変位(cm)
L：見かけの波長(cm)

静的解析手法 応答変位法 規定なし 応答変位法 応答変位法
人工改変地盤 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし

不整形地盤 規定なし 規定なし 基盤傾斜角5％以上
ひずみを最大0.07％

地盤条件急変化部
断面力を最大２倍

現
行
指
針

改訂年度 1997年 1997年 2000年 改訂なし
応答速度 最大100cm/s 最大80cm/s 最大100cm/s

地表面変位
Uh＝2/π2・Sv･TG
Sv：応答速度(cm/s)
TG：地盤固有周期(s)

Uh＝2/π2・Sv･TG
Sv：応答速度(cm/s)
TG：地盤固有周期(s)

改訂なし

一様地盤ひずみ 改訂なし 上水道と同じ 改訂なし
静的解析手法 改訂なし 応答変位法 改訂なし

人工改変地盤 地表面勾配10%以上
ひずみを1.0 ～ 1.7％

地表面勾配５%以上
ひずみを1.3％ 規定なし

不整形地盤 基盤の不整形性
設計速度を最大1.2倍 規定なし 基盤傾斜角５％以上

ひずみを最大0.3％
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盤での耐震計算の結果は、上記と同様に現実と矛盾す
るものであった。
これらの矛盾の原因について検討した結果、次に述
べるように、現行設計指針で与えられる地盤変位量が
実状と比較して過小である点が浮上してきた。
２）工学的基盤と動的地盤変位量との関連性
埋設管路の設計指針では、表層地盤や地盤変位につ
いて、次のような仮定をしている。
①表層地盤を単一地層に置換した一様地盤と見なす。
②表層地盤の１次の振動モードのみを考慮する。
③工学的基盤面（Vs≧300m/sec）における変位を0と
する。
④震源断層の食い違いによる地盤の永久変位の影響は
無視できる。
これら以外にも幾つかの仮定条件はあるが、埋設管
路の耐震性能に大きな影響を及ぼす要因として、以下
ではまず③について、次に④について考える。
設計速度応答スペクトル（図１）と式⑴から定まる
地表面での動的変位量を、図３に示す。同図によれば
動的変位量は地盤周期とともに増加する。とりわけ
TG≦0.7ｓの短周期領域では、変位量は周期の2.3乗に
比例して急増するので、地盤周期の適切な評価が特に
重要である。
この点に着目して、設計指針で与えられる地表面
変位量を強震記録から算定される地表面変位量と比
較してみた10）。K-net小千谷地点で観測された本震の
加速度時刻歴を図４に、それを積分して得られる変
位時刻歴を図５に示す。図５によれば、当地点では
40cmに及ぶ最大水平変位が発生し、本震後に永久変
位が残留している。同図には、算定された永久変位量
と、K-net小千谷から約1km離れた電子基準点（GPS観
測点）での永久変位量との比較を示しているが、両者
は比較的よく対応している。一方、K-net小千谷では、
３m以深でVs≧300m/sとなるので、現行設計指針に
従って地下３ｍに工学的基盤を設定すると、地盤周期
TＧは式⑵から0.12sと算定され、これに対応する地表面
の設計変位量は図３から0.3cm程度となり、実測値の
1/10以下と非常に小さい。
長岡、小出、十日町などでの強震記録や断層モデル
による数値シミュレーションによっても、地表地盤の
設計変位量が実際の値よりも大幅に小さいことが確か
められる9。図３から明らかなように、地盤の応答変
位は地盤周期が長くなるにつれて増加するので、応答
加速度や応答速度よりも、深い地盤の影響を強く受け
る。現実に即した動的地盤変位量を設定するためには、
地盤周期TＧがもっと長くなるように、工学的基盤面

をもっと深い位置に設定する必要性を示唆している。
工学的基盤面は、入力地震動を設定する場合、支持
力が十分にあり、Vsが少なくとも300m/s以上で非線
形化する可能性がなく、かつ速度コントラストが上層
とは大きく下層とは小さい地層境界面に設定される。
応答変位法を適用する場合には、より厳密な基盤面の
設定方法が必要になるものと推察される。

図３　各設計指針の変位計算式による地表面変位

図４　K-net小千谷の加速度時刻歴（本震）

図５　K-net小千谷の変位時刻歴（本震）
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３）震源域における永久変位の影響
地表に地震断層が出現すると、出現位置が岩盤であ
るか堆積地盤であるかによらず、断層を横断する構造
物が断層変位により地震被害を受けることはよく知ら
れている。1999年台湾・集集地震（Ｍｗ7.5）の際、石
岡ダム左岸の取水トンネルが数ｍの段差を生じて破断
しトンネル壁にも大小無数の亀裂が発生した被害は、
その顕著な事例である11)。一方、地表地震断層が現れ
ない場合でも、震源域では地中構造物が断層運動に伴
う地盤変位によって被害を受けることがある。1984年
長野県西部地震(M6.8)の際、震源域をジグザグに走る
発電用導水路トンネルに輪切り状のせん断亀裂が発生
した被害はその一例である12）。
このように断層活動により周辺地盤に永久変位や永
久ひずみが残留することは、震源域（near-field）に特
有の一般的現象であり、地中構造物は直接被害を受け
る可能性がある。2004年新潟県中越地震の震源域にお
ける永久変位分布を、図６に示す。同図のような地
盤の永久変位や永久ひずみは、最近の数値シミュレー
ション技術を使えば評価可能である10)ので、震源域に
おける埋設管路の耐震設計のために動的地盤変位とは
別に、永久地盤変位に対応する新たな地震荷重を導入
することも今や検討課題であると思われる。また活断
層の存在が知られていない地域で中規模以下の直下地
震が発生する事例も多いことから、M6.5程度の直下
地震による地震動をレベル２地震動の下限と定めた土
木学会第三次提言13)のように、震源域での永久変位や
永久ひずみに対応する設計用下限値を設定することも、
現実的な対応策として有用と思われる。

４．まとめ
1995年兵庫県南部地震以降、地中埋設管路に対する
耐震設計指針の多くは、直下地震を想定しレベル２地
震動の概念を導入するなどの面で改訂された。ただし
工学的基盤面（Vs≧300m/s）を剛体として捉え、地表
面と工学的基盤面の動的相対変位から算定される地盤
ひずみを設計荷重とする応答変位法の考え方は、従来
のまま継承されている。
一般に地盤の応答変位量は、地盤の固有周期が長く
なるにつれて単調増加する特性を示すので、深い地盤
構造の影響を受け易い。また現行指針によるレベル２
地震動の設計用スペクトルは、TＧ≦0.7ｓの短周期領
域で周期の2.3乗に比例して急増する応答変位量を与
えることから、工学的基盤面を浅く設定し地盤周期を
短めに見積もると、応答変位を過小に評価する傾向が
ある。さらに震源域では、断層運動に伴う地盤の永久

変位が構造物の耐震性能に影響を及ぼすことも無視で
きない。
以上より、震源域における埋設管路の地震荷重に関
し、現状では工学的基盤面の設定方法と永久変位の影
響評価などに検討課題が残されていることを指摘した。

謝辞
本文中で紹介した2004年新潟県中越地震の強震記録
とGPSデータは(独)防災科学技術研究所と国土地理院
に、図４～６は東工大研究生のE.H.Javelaud君に負う
ことを記して、各位に謝意を表する。

引用・参考文献
1) 日本水道協会：水道施設耐震工法指針・解説、1997.
2) 日本下水道協会：下水道施設の耐震対策指針と解
説、1997.

3) 日本ガス協会：高圧ガス導管耐震設計指針、2000.
4) 日本水道協会：水道施設耐震工法指針・解説、1979.
5) 日本下水道協会：下水道施設地震対策指針と解説、
1981.

6) 日本ガス協会：高圧ガス導管耐震設計指針、1982.
7) 日本道路協会：共同溝設計指針、1986.
8) 土木学会：動的解析と耐震設計　ライフライン施設、
技報堂出版、pp.142-144、1989

9) 大嶽公康、大町達夫：地中埋設管の耐震設計と震
源域における地表面変位量について、土木学会第
60回年次学術講演会概要集、1259-1260、2005.

10)大嶽公康、大町達夫、久保剛太：新潟県中越地震
による上水道管路被害と地表面変位量について、
土木学会地震工学論文集、CD-ROM、2005.

11)大町達夫：1999年台湾集集地震によるダムの被害
について、ダム工学Vol.10、No.2、pp.138-150、2000.

12) 岡田恒男、土岐憲三（編）：地震防災の事典、p.211,
朝倉書店,2000.

13) 土木学会：土木構造物の耐震設計法等に関する第3
次提言と解説、2000

図６　強震記録による変位と電子基準点変位との比較



JAEE　No.3  July.2006 41

日本地震工学会の第４回目の年次大会｢日本地震工
学会・大会－2005｣が、2005年11月21日㈪～ 23日㈬の
３日間、京大会館（京都市左京区吉田河原町）におい
て開催された。参加登録者数は347名（一般会員215名、
学生会員21名、一般非会員57名、学生非会員54名）で、
投稿論文265編（オーガナイズドセッション88編、一
般講演セッション177編）の口頭発表が行われ、活発
な質疑応答および議論が展開された。また、21日の夕
刻（17-19時頃）には懇親会が行われ、参加者各位の親
睦を大いに深め合った。さらに、22日の昼休み（12-13
時）には、本学会災害対応委員会（委員長：壁谷澤寿
海／東大）の主催により、2005年パキスタン地震の調
査速報会が行われた。筆者は、本大会実行委員会（委
員長：林康裕／京大）の一人として参加する機会を得
たので、本稿に各セッションおよび懇親会の概要を報
告させて頂くこととした。なお、本大会のプログラ
ムについては、梗概集あるいは日本地震工学会ホーム
ページ（http://www.jaee.gr.jp/）をご参照頂きたい。

オーガナイズドセッション
震度計と強震計データの利活用は、本学会「強震動
データの共有化及び活用法に関する研究委員会」（委
員長：工藤一嘉／東大）と土木学会「震度計の設置促
進と震度データの利用高度化に関する研究小委員会」
との協同により開催された。投稿論文24編の発表およ
び討論は、内容によってサブセッション(1)-(4)に分け
て行われ、最後に全体をとおして総合討論(5)が行われ
た。会場の参加者数は60-80名程度であった。
(1) 震度ネットワークの意義（座長：安中正／東電
設計・片岡俊一／弘前大）では、震度情報ネットワーク、
震度を利用した震源インバージョン、空間補間、行政
への働きかけについての発表があった。とくに、行政
への働きかけおよび震度情報ネットワークの名称に関
する議論が行われた。
(2) 震度計の設置環境について（座長：市村強／東
工大・宮島昌克／金沢大）では、広島・岐阜・石川・青
森各県の震度情報ネットワークのデータ利用、建物の
アレイ観測結果に見られる計測震度の差、気象庁の設
置環境調査に関する報告・議論があった。

(3) 波形データの活用（座長：野津厚／港空研・境有
紀／筑波大）では、震度などの単一指標ではなく波形
が必要となる場合として、空間補間、強震動の合成・
再現・推定、強震データベース、耐震性能照査に関す
る報告および議論が行われた。
(4) 震度と強震動の関係（座長：香川敬生／地盤研・
佐藤智美／清水建設）では、地震動強さの指標、地震
動と被害率との関係、被害推定に用いる適切な地震動
指標について報告および議論が行われた。また、強震
動データの利用方法として、震源特性の解析、首都圏
における地震動特性の把握が紹介された。

日本地震工学会・大会－2005報告

新井　　洋
●防災科学技術研究所

写真１　京大会館

写真２　受付の様子
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(5) 総合討論（座長：工藤一嘉／東大・神山眞／東北
工大）では、さらに話題提供として、翠川三郎／東工
大が、消防庁「次世代震度情報ネットワークのあり方
検討委員会」（委員長：翠川三郎）の検討内容を説明
した。データ保存・収集に関する優先順位の議論およ
び自治体の消極性などが紹介され、その解決策につい
て討論が行われた。また、強震計の稼働率と設置密度
および価格に関する議論も展開された。さらに、構造
物にも地震計を設置する必要性が強く指摘された。最
後に、神山眞が、話題になった内容を一つにまとめた
図を用いて、セッション全体を整理した。
既存不適格建物対策を中心とした都市の脆弱性向上
策（座長：目黒公郎／東大・村上ひとみ／山口大）では、
関連する15件の発表が行われた。耐震補強および室内
地震対策の重要性、居住者の理解不足、技術と制度、
耐震補強の推進体制の問題について議論された。会場
の参加者数は30名程度であった。
システム同定による建築物の減衰評価手法（座長：
曽田五月也／早大・斎藤知生／清水建設）では、減衰
研究の最近の動向と今後の展望をテーマとして、7件
の発表が行われた。ローカルな減衰の定量的評価とメ
カニズムに基づくモデル化、性能保証への適用、デー
タベースの品質確保・向上に関する議論が行われた。
会場の参加者数は20名程度であった。
性能規定型耐震設計（座長：川島一彦／東工大・久
保哲夫／東大）は、本学会｢性能規定型耐震設計法に
関する研究委員会｣（委員長：川島一彦）により企画
された。投稿論文11編の発表・討論は、内容によって
３つのサブテーマに分けて行われた。この際、建築・
土木・地盤など各分野間で横断的に議論が進められた。
第１のサブテーマ｢土木・建築物に対する地震時性能
について市民の観点からの意識｣では、市民の耐震性
向上費用の負担意識と個人ニーズの多様化が指摘され
た。また、必要な費用負担と向上する安全性評価に関
する課題について議論された。第２のサブテーマ｢建
築物の性能目標と限界状態｣では、確率論的な評価の
表示、実際の地震力と設計用外力、設計目標における
限界値について議論された。第３のサブテーマ｢土木
施設の性能目標と限界状態｣では、構造･地域による性
能規定、性能目標に設定する現象と対応する応答の関
係、目標性能に対応する物理量の設定と対応策につい
て議論された。会場の参加者数は30名程度であった。
伝統木造軸組（実験・解析）（座長：山田耕司／豊田
高専・須田達／京大院）では、伝統木造建物全般につ
いて、実験に基づく力学メカニズムに関する5件の報
告があった。耐震性評価の問題点、実践的な耐震補強

方法、耐震性評価の耐震・補強設計への活用ついて議
論された。会場の参加者数は30名程度であった。
木造住宅の耐震補強（座長：中治弘行／高松高専・
白山敦子／京大院）では、伝統構法木造住宅の耐震補
強と耐震診断・被害予測に関する７件の発表があった。
新しい補強方法の提案・検証、荒壁パネルの力学特性
と損傷性状、耐荷機構の考察が行われた。また、建物
群の被害予測手法と被害を低減する戦略的補強法につ
いて、補強前に適切な耐震診断を行うことの重要性が
議論された。会場の参加者数は40名程度であった。
木造住宅の解析・地震観測（座長：森井雄史／京大・
更谷安紀子／京大院）では、木造住宅の解析手法、偏
心住宅の地震時応答特性、地震・微動観測データの活
用方法に関する６件の発表があった。解析に必要なパ
ラメータの抽出、解析方法の適用範囲の明確化、地震
観測データに基づく振動・構造特性把握の重要性が議
論された。会場の参加者数は30名程度であった。
地盤・基礎系における耐震設計上の諸問題（座長：
志波由紀夫／大成建設・小林恒一／ジャパンパイル・
西村昭彦／ JR総研エンジニアリング）は、本学会「基
礎－地盤系の動的応答と耐震設計法に関する研究委員
会」（委員長：西村昭彦）により企画された。セッショ
ンの前半では、関連する8件の発表が行われた。液状
化地盤中の杭基礎の挙動特性の解明と予測解析モデル、
高耐震基礎・既設基礎の耐震補強に関する議論が多く
行われた。後半では、委員会の各WGの活動報告とパ
ネルディスカッションが実施された。地盤物性のバラ
ツキの評価および変位挙動の予測に関する議論が行な
われた。会場の参加者数は30名程度であった。

一般講演セッション
構造物の耐震性能 (1)（座長：神原浩／清水建設・西
田秀明／土研）では、関連する10件の発表が行われた。
不確定性を考慮した性能評価型設計法における応答と
損傷との関係、終局変形性能評価、解析手法の実大構
造物への適用性、適用地域での材料確保、埋立護岸挙
動の把握と予測などに関する議論が行われた。同 (2)
（座長：中村友紀子／新潟大・高橋典之／東大）では、
関連する４件の発表が行われた。超過確率に基づく地
震動を用いた建物の耐震性能水準、既存建物の長周期
地震応答特性、石油タンクのスロッシング問題、都市
の特質を考慮した性能目標について議論された。会場
の参加者数は20名程度であった。
土の動的特性・地盤の非線形応答・液状化（座長：
末冨岩雄／防災科研・藤川智／清水建設）では、関連
する6件の発表があった。不飽和土の泥流化機構に関
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する室内実験、粘性土のせん断強度と地表加速度に関
するオンライン実験、強震記録に見られる地盤の非線
形特性、福岡県西方沖地震の地盤災害と事前予測、群
杭に作用する側方流動圧の予測について議論された。
会場の参加者数は20名程度であった。
土構造物・抗土圧構造物・地中構造物（座長：酒井
久和／防災科研・小野祐輔／京大）では、関連する６
件の発表があった。新潟県中越地震における道路盛土
構造物の被害の再現解析、河川堤防の耐震性評価手法、
改良土とジオグリッドによる補強土壁の有効性、不整
形地盤中のRC構造物への上下動の影響、埋設管路の
現行耐震設計の問題点について議論された。会場の参
加者数は30名程度であった。
地盤と構造物の動的問題（座長：仲村成貴／日大・
鈴木比呂子／東工大）では、関連する８件の発表が行
われた。地盤の大変形時に建築・土木構造物の基礎各
部に作用する土圧、地盤と建物との動的相互作用、液
状化対策工法に関する議論が行われた。会場の参加者
数は30名程度であった。
津波災害（座長：小野祐輔／京大・井上修作／東工大）
では、関連する７件の発表が行われた。スマトラ沖
地震災害の全容解明、災害調査技術、避難行動シミュ
レーションに関する議論が行われた。会場の参加者数
は30名程度であった。
新潟県中越地震（座長：村田晶／金沢大・吉見雅行
／産総研）では、関連する７件の発表があった。被害
分析（医療機関、地震動の破壊力、木造建物）、構造
物の地震観測（ダム、原子力発電所）、地震動特性に
関する議論が行われた。参加者数は30名程度であった。
震源特性（座長：野津厚／港空研・宮腰淳一／清水
建設）では、関連する６件の発表があった。被害率
分布に基づく1923年関東地震の短周期地震波の発生
域、気象庁変位記録に基づく1938年塩屋崎沖地震群の
震源過程、円形クラックモデルに基づく破壊伝播効果、
2003年十勝沖地震の周期3-10秒のスペクトルに対する
支配的パラメタ、P波警報に利用される地震被害指標
に基づく新潟県中越地震の破壊開始点の推定、サイト
特性を適切に評価することの重要性が議論された。会
場の参加者数は70名程度であった。
強震動予測（座長：大野晋／東北大・能島暢呂／岐
阜大）では、アスペリティモデルによる強震動予測と
即時地震動分布推定のための評価手法に関する５件の
発表が行われた。スラブ内地震のアスペリティモデル
の設定方法、表層地盤を考慮した地震動の応答スペク
トルの補間方法、震度分布を即時把握するための震度
の距離減衰式、地震計の長周期ノイズと傾きを考慮し

た変位波形の推定法などに関する議論が展開された。
会場の参加者数は70名程度であった。
入力地震動（座長：宮腰淳一／清水建設・加藤研一
／鹿島）では、震源特性と地盤特性に関する5件の発
表が行われた。南海トラフ沿いの巨大地震および内陸
地殻内地震を対象とした震源近傍の地震動評価、震
源特性パラメータのバラツキに関する議論が行われた。
また、震源の放射特性および断層の破壊伝播効果の影
響を無視できないことが強く指摘された。会場の参加
者数は60名程度であった。
ハザード解析・減衰特性（座長：壇一男／大崎総研・
中村亮一／東電設計）では、関連する８件の発表が
あった。地震調査研究推進本部「全国を概観した確率
論的地震動予測地図」の応用・分析・問題点、距離減
衰式の異常震域への対応、異常震域データを利用した
プレート境界地震とスラブ内地震との識別について議
論された。会場の参加者数は70名程度であった。

写真３　セッションの様子 (1)

写真４　セッションの様子 (2)
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免震・制震 (1)（座長：川瀬博／九大・張富明／防災
科研）では、関連する12件の発表が行われた。最大応
答と繰り返し回数を考慮した振動居住性能の評価、多
自由度動吸振器を用いたロバスト設計法、粘性ダンパ
と擬似負剛性を用いたセミアクティブ制御によるダン
パの最大荷重調整、ニューラルネットワークを用いた
アクティブ制振法による非線形系の風応答制御、地震
観測データを用いた免震装置の線形復元力特性の同定、
福岡県西方沖地震で観測された免震建物の挙動など
について議論された。同 (2)（座長：栗田哲／東北大・
福喜多輝／清水建設）では、関連する12件の発表が行
われた。微動・地震記録に基づく制振・免震建物の振
動特性評価、免震構造物の動的挙動、連結構造物の地
震時応答特性と制振効果、制振部材付きの超高層RC
建物のモデル化、非構造部材を利用した制震工法、摩
擦減衰機構に関する議論が展開された。会場の参加者
数は30名程度であった。
損傷同定・ヘルスモニタリング（座長：辻聖晃／京大・
米山健一郎／大林組）では、関連する７件の発表が行
われた。固有振動数・モードの変化に基づく部材損傷
箇所の同定、アコースティックエミッションによる損
傷発生時間の検出、安価な地震計を多数ネットワーク
接続することで建物・インフラ施設の振動性状をリア
ルタイムにモニタリングする手法について議論が行わ
れた。会場の参加者数は30名程度であった。
地盤震動 (1)（座長：松岡昌志／防災科研・野口竜
也／鳥取大）では、地盤情報のデータベース化・公開・
活用に関する4件の発表が行われた。データ整理にお
ける測地系、ボーリングデータの位置の精度、自治体
地盤モデルの行政界を超えた統一化について議論され
た。同 (2)（座長：山本俊雄／神奈川大・吉村智昭／
大成建設）では、関連する８件の発表が行われた。新
潟県中越地震における小千谷市の表層地盤応答、1943
年鳥取地震における地盤増幅、荷重速度効果を考慮し
た構成則、１次元波動論の適用限界、乗用車走行の加
振力特性、３次元地形効果などについて議論が展開さ
れた。会場の参加者数は50名程度であった。
歴史地震（座長：植竹富一／東京電力・片岡俊一／
弘前大）では、1944年東南海地震の煤書き記録の活用
および震度分布を用いた歴史地震の解析に関する４件
の発表が行われた。紙ベースデータのデジタル化技術
が進展し、今後、過去の大地震記録の解析が進む可能
性および震度分布データを震源との関係で議論する機
運が高まっていることが指摘された。会場の参加者数
は40名程度であった。
地下構造探査・微動（座長：盛川仁／東工大・前田

寿郎／早大）では、関連する10件の発表が行われた。
主として微動アレイ観測に基づく地盤構造推定の報告
が多い中、空間自己相関法を拡張してラブ波の位相速
度を推定する手法、PS変換波をレシーバ関数を用い
て検出する方法が提案された。今後、観測データの蓄
積とともに、新しい手法の開発、明快な物理的解釈に
ついての研究を進めることの重要性が指摘された。会
場の参加者数は30名程度であった。
構造物の地震応答（座長：渡邊学歩／東工大・藤井
賢志／東京理科大）では、関連する11件の発表が行わ
れた。偏心構造物の応答、確率微分方程式を用いた建
物の耐震性の信頼度評価、ニューラルネットワークを
用いた構造物の非線形履歴特性評価、構造物の地震応
答変動を考慮した必要耐力評価、地盤の非線形性が構
造物の応答に及ぼす影響について、主として簡易解析
モデルに基づく議論が展開された。また、RCアーチ
橋に与える断層変位の影響解析、シールドトンネル・
立穴接合部の３次元挙動解析、地盤の影響を簡便に考
慮した原子炉建屋の格子型モデル、防災科学技術研究
所E-defenseの性能確認実験についての議論が行われ
た。会場の参加者数は15名程度であった。
リスクマネジメント（座長：清野純史／京大・馬場
美智子／防災科研）では、関連する５件の発表が行わ
れた。ライフライン被害が避難行動に与える影響、火
災発生時の対応策、防災対策促進のためのリスクコ
ミュニケーションの必要性、防災カルテの開発、学校
教職員の災害業務・役割に関する問題点などについて
議論された。会場の参加者数は30名程度であった。
防災システムおよび防災計画 (1)（座長：小檜山雅
之／慶大・近藤伸也／人と防災未来センター）では、
関連する７件の発表が行われた。新潟県中越地震にお
ける電力・水道・道路被害データの分析事例、事前対
策としてのリスク・信頼性の評価、消防の災害対応な
どについて議論が行われた。今後、防災計画および災
害対応を支援するシステム・要素技術の利用者側の視
点に立った研究・技術開発が不可欠であり、分野横断
的な研究者間の協力の必要性が指摘された。同 (2)（座
長：山崎文雄／千葉大・佐藤健／東北大）では、関連
する６件の発表が行われた。地震動予測地図の工学利
用と地域防災への利用、統合地震シミュレータの開発
と現実対応のためのデータベース構築、計測震度と人
的被害との統計的関係、家庭・地域・企業防災カルテ
の試作と評価の方法、日本における防災型土地利用規
制の可能性、防災に関する国家会計の調査報告および
表に出ない関連予算の明確化について議論された。会
場の参加者数は30名程度であった。
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懇親会
事前の予想を大きく上回る53名（一般48名、学生５
名）の参加者を得た。福喜多輝／清水建設の司会によ
り、日本地震工学会会長：小谷俊介／千葉大の挨拶、
太田裕先生／東濃地震科学研究所による乾杯を経て、
会は大いに盛り上がった。２時間ほど歓談が続いたと
ころで、宴も酣ではあったが、本大会実行委員長：林
康裕／京大より参加者各位および実行委員会・事務局
各位へのお礼と感謝の意が述べられ、最後に、本学会
次期会長：大町達夫／東工大の締めによって、散会と
なった。なお、本大会実行委員会および事務局各位の
氏名は、梗概集の巻頭言のページに記してあり、本稿
では割愛させて頂いた。

最後に、本稿の執筆にあたり、各セッションの座長
を務められた方々に作成して頂いたメモを参考にさせ
て頂いた。ここに記して謝意を表する。

（文中敬称略）

写真５　懇親会の様子（最後の挨拶時）
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2005年７月19日㈫～ 21日㈭の３日間、名古屋国際
会議場で、第１回構造実験工学の高度化に関する国際
会議（The First International Conference on Advanc-
es in Experimental Structural Engineering 、AESE 
2005）が、名古屋大学と愛知工業大学の共催で行われ
た。
構造実験技術が果たす役割に焦点を当てた国際会議
は、この会議が初めてであると考えられる。20 ヶ国か
ら124編の論文（内基調講演論文５編）が集まり、３パ
ラレルセッション（全23セッション）で、講演は行わ
れた。外国人60名を含む208名の参加があった。
会議は、鋼構造、コンクリート構造、複合構造を対
象にして、座屈・耐荷力、耐震性能、地震応答、衝撃
応答、耐久性などに関して、以下のようなテーマを取
り扱った。
１）構造、部材、材料の新実験手法と計測手法
２）コンピュータ制御実験
３）実験と解析を組み合わせたハイブリッド実験法の
高度化

４）モデル化、寸法効果、相似則
５）実験手法の標準化
６）実験結果の統計的評価法と設計への応用
７）実験情報のデータベースと共有手法
８）教育のための構造実験
９）構造、部材、材料の実験・計測・モニタリングに
関するその他の事項
具体的には、ハイブリッド実験が５セッション31論
文と最多であり、このほかの動的およびサイクリック
実験を含めると、耐震実験の論文が半数を超えた。
会議の準備は、2003年から始め、組織委員会（委員
長：宇佐美勉名大教授、中島正愛京大教授、名誉委
員長：福本 士福山大学教授）と実行委員会（委員長：
伊藤義人名大教授）を作って対応した。インタネット
が発達したため、1997年に行ったSDSS’97に比べて、
アナウンスなどはホームページを立ち上げて容易に行
えるようになったが、会議財政などの準備は難しく
なった面もあった。
台風で台湾の基調講演者が１日遅れるなど、ハプニ
ングもあったが、一部プログラムの入れ替え程度で対

応でき、会議自体は予定通りに運営され、その運営に
対して高い評価を得た。
今後、第２回は２年半後に上海（中華人民共和国）で、
また、第３回はニューヨーク（米国）で行われる予定
である。
最後になりましたが、後援いただいた日本橋梁建
設協会、（財）名古屋観光コンベンションビューロー、
東海構造研究グループ（SGST）、（財）中部電力基礎
技術研究所、（財）大幸財団に、また、協賛いただいた
IABSE(国際構造工学会)、SSRC（米国構造安定研究
協議会）、土木学会、日本建築学会、日本鋼構造協会、
日本コンクリート工学協会、日本地震工学会に深謝致
します。

第１回構造実験工学の高度化に関する国際会議（AESE 2005）
の開催報告

伊藤　義人
●AESE 2005 実行委員長／名古屋大学大学院教授
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１．はじめに
平成17年８月８日㈪～ 12日㈮までの５日間、第
18回原子炉構造力学国際会議（18th International 
Conference on Structural Mechanics in Reactor 
Technology : SMiRT18）が北京（中国）にて開催された
（写真１）。本会議は、原子力の構造系の国際会議と
しては、総合的で大規模な会議であり、炉心構造、設
計手法、構造解析、PSA、地震工学などの構造に係る
全般の技術を扱っている。当該研究に携わる研究者・
技術者にとって、連日、各国、各技術の現状について、
最新かつ充実した内容の報告があった。

２．会議の概要
本会議はTsinghua University（清華大学）のInstitute 
of Nuclear Energy Technology （INET）によって企画・
運営された。
本会議は第１回、第２回とドイツのベルリン（1971
年、1973年）で開催され、その後、イギリスのロンドン
（1975年）、米国のサンフランシスコ（1977年）、ドイ
ツのベルリン（1979年）、フランスのパリ（1981年）、米
国のシカゴ（1983年）、ベルギーのブリュッセル（1985
年）、スイスのローザンヌ（1987年）、米国のアナハイム
（1989年）、東京（1991年）、ドイツのシュツットガルト
（1993年）、ブラジルのポルトアレグレ（1995年）、フラ
ンスのリヨン（1997年）、韓国のソウル（1999年）、米
国のワシントンD.C.（2001年）、チェコのプラハ（2003
年）と二年に一度開催されており、今回で第18回を向
かえる大規模な国際会議の一つである。
本会議では次世代原子炉システムであるGeneration 
IV（第四世代炉）をトピックスとして取り上げている。
第四世代炉とは、米国エネルギー省原子力エネルギー
科学技術局が提唱した次世代の原子炉の一般的な概念
であり、第一世代（原子力開発初期の原型炉）、第二
世代（現行軽水炉等）、第三世代（ABWR等の改良型軽
水炉）に続く、高い安全性と経済性によって他のエネ
ルギー源と競合できる次世代原子炉システムである。
主な概念として、超臨界圧水冷却炉、ナトリウム冷却
高速炉、鉛合金冷却高速炉、超高温ガス炉、ガス冷却
高速炉など多岐にわたる。

現在、次世代原子炉システムの実用化を目指し、世
界中の国で活発に行われている。中でも、中国は次世
代原子力システムの開発に力を入れており、本会議の
開催場所としては、非常に相応しい場所であったと思
われる。
参加国は30 ヶ国以上、400名にも及ぶ参加があり、
大変盛大な会議となった。参加者の国別内訳は次の通
りである。

中国：約90、日本：約50、フランス：約40、韓国：約
40、米国：約30。

３．会議の内容
本会議は、５日間で５会場を利用して、基調講演と
13のセッションに別れ、およそ450件の報告が行われた。
各セッションは以下に示すとおりである。

Computational Mechanics
Fuel and Core Structures
Aging, Life Extension, and License Renewal
Design Methods and Rules for Components
Fracture Mechanics
Concrete Material, Containment and Other Structures
Analysis and Design for Dynamic and Extreme Loads
Seismic Analysis, Design and Qualification
Structural Reliability and Probabilistic Safety 
  Assessment （PSA）
Operation, Inspection and Maintenance

第18回原子炉構造力学国際会議参加報告

岡村　茂樹
●日本原子力研究開発機構

写真１　SMiRT会場
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Severe Accident Management and Structural 
  Evaluation
Advanced Reactors and Generation IV Reactors
Decommissioning of Nuclear Facilities and Waste 
  Management

会議初日の８月８日㈪にはオープニングセレモニー
（写真２）と総合講演が行われた。総合講演では、主
に原子力における安全性についての講演・報告が行わ
れた。その後、午後からは各会議室におけるオーラル
セッションが行われた。
地震工学分野におけるセッションでは、地盤と構造
物との相互作用などに関する報告が、日本、米国、イ
ンド、ロシアから行われ、地震動に関する報告が日本、
米国、インド、ブラジルから行われた。
二日目は終日、各会議室においてオーラルセッショ
ンが行われた。午前のセッションでは、耐震設計など
に関する報告が、日本、フランス、米国、アルゼンチン、
イランから行われ、前日と同様な地盤と構造物との相
互作用に関する報告が、日本、米国、インドから行わ
れた。午後のセッションでは、地震応答の実験評価や
流体と構造物との相互作用に関する報告が中国、フラ
ンス、米国から行われた。
三日目は基調講演後にオーラルセッションが行われ
た。基調講演では、中国国内の動向、今後の原子力技
術開発の方向性などが多く報告された。その後の地震
工学分野におけるセッションでは、機器の地震評価な
どに関する報告が、ドイツ、ブルガリア、カナダ、インド、
アルゼンチンから行われた。午後のセッションでは、
免震技術に関する報告が、日本、米国、ロシアから行
われ、実証試験や応答評価などに関する報告が、日本、
フランス、中国から行われた。
四日目は、二日目と同様に終日各会議室において
オーラルセッションが行われた。午前のセッション
では、応答解析手法に関する報告が、フランス、米国、
中国、ドイツから行われ、機器構造物の応答に関する
報告が、日本、インド、ギリシャ、フィンランド、ブルガ
リア、中国から行われた。午後のセッションでは、地
動と確率的評価に関する報告が、日本、フィンランド、
スイスから行われ、機器構造物の地震応答に関する報
告が、ブルガリア、カナダ、韓国、米国から行われた。
最終日の12日㈮は、午前中のみオーラルセッション
が行われ、地震動や地震動のモニタリングに関する報
告が、日本、ブルガリア、スイス、韓国、ギリシャから
行われた。
地震工学分野においては、およそ80件の報告が行われ、

5日間を通じて、あちらこちらで熱心な質疑応答が見受
けられた。地震工学分野以外でも非常に興味深い報告
が数多く行われ、各会場で熱心な議論が見受けられた。
本会議のでは多くの国から参加しており、各国独自の
プロジェクトだけでなく、国を超えた共同研究が何件
も報告されていた。原子力技術開発が国際的なプロジェ
クトであることを強く感じさせるものであった。

会議前日にWelcome Reception、四日目 にBanquet、
最終日にはFarewell Partyが企画され、各セッションで
の会議室のみならず、様々なところで各分野の研究者・
技術者同士が情報・意見交換をする場が多かったのも
本会議の特徴であった。また、テクニカルツアーとして、
四日目にTsinghua UniversityのINET（高温ガス炉）の見
学があった。 最終日には、China Atomic Energy Institute 
（CAEI）の見学（建設中の高速実験炉）が行われた。中
国の原子力開発の動向、研究成果などの知見を得る事
ができる非常に有意義なツアーであると思われた。

３．おわりに
ここでは、第18回原子炉構造力学国際会議の会議報
告を行った。原子炉構造という特殊な内容を取り扱う
本会議は各国の原子力技術の現状と最新の知見が集
約されており、当該分野に関係する研究者・技術者に
とって、非常に中身の濃い、有益な会議であった。本
会議は、論文の投稿数、規模、培われた歴史からみて
も、原子炉構造技術開発の発展に大きな影響力を持っ
ている重要な会議である。
次回は、2007年北米で開催の予定である。最新の原
子炉構造技術の開発の動向、方向性などに興味のある
方は是非参加して頂き、原子炉構造技術の発展に寄与
して頂きたく思います。
最後に本報告書の作成にあたり、大林組の杣木氏に
は資料提供などを通じて御協力頂きました。記して謝
意を表します。

写真２　オープニングセレモニー
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11/11㈮に兵庫県三木市にある独立行政法人防災科学技
術研究所兵庫耐震工学研究センターにおいて、地震・耐
震工学に関連する国内実験施設についての知識を深める
ことを目的に「E-ディフェンス見学会」を実施した（表１）。

E-ディフェンスは、防災科学技術研究所が所有する世
界最大の震動台を有する実大三次元震動破壊実験施設で
あり、見学会当日は「平成17年度大都市大震災軽減化特別
プロジェクトⅡの木造住宅震動台実験」の中の京町家加震
実験の最終日であった。試験体は町家と呼ばれる店舗兼
住宅として、京都市内から移築した築70年以上の軸組構
法の住宅、同じ軸組を持つ新築住宅の２棟（写真１）であり、

これらの地震時の応答性の違いなどを比較することが実
験の目的であった。また、雨天ではあったが、加震実験
見学以外にE-ディフェンスの施設内を案内し、実験準備
棟における大型土層の準備状況や震動台の動力源となる
設備がある油圧源棟を見てまわるなどの催しが行われた。

本見学会では日本地震工学会の会員・非会員に関わら
ず見学者の募集を行い、33名もの方々に御参加いただい
た。主な所属機関としては、ゼネコンや大学等の研究機
関が主で、建築、土木工学を専門とされている方が多く、
実大実験への関心の高さを反映してか実験概要の説明で
は実験担当者との熱心な質疑応答が行われた（写真２）。

また、実験は、時間を分けて表１に示す様に計３回実施
され、参加者は古い町家と新しい町家の応答性の違いや、
最後のJMA神戸波（αmax＝818gal）による震動実験にお
いては、古い町家の土壁が崩れる様子を見ることができ、
その損傷の状況を食い入る様に見つめていた（写真３）。
最後になるが本見学会を実施するにあたり、施設およ
び加震実験見学の許可を戴いた独立行政法人防災科学技
術研究所兵庫耐震工学研究センター関係者ならびに京都
大学防災研究所関係者にご協力戴いた。ここに深く感謝
致します。

「E-ディフェンス見学会」報告

中澤　博志
●日本地震工学会　事業企画委員会

表１　プログラム

12:40- 受付開始
13:00-13:10 公開実験説明
13:10-13:20 JMA　神戸波（100Gal） X、Y、Z方向
13:20-13:30 建築センター波　400Gal　X方向
13:30-14:10 実験概要説明および施設概要説明（２F大
 会議室）
15:00-15:10 JMA　神戸波（Full Scale） X、Y、Z方向
15:30-16:00 施設見学

（RC試験体建設現場、実験準備棟、油圧
源棟）

16:30- 解散（E-ディフェンス出発）

写真１　京町屋試験体

写真２　実験概要説明会の様子

写真３　実験見学の様子
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１．はじめに
文部科学省「大都市大震災軽減化特別プロジェクト」
震動台活用による耐震性向上研究の一環として、実際
の既存木造住宅２棟を移築し、一方のみに耐震補強を
施し、独立行政法人防災科学技術研究所兵庫耐震工学
研究センターにおいて破壊実験を行った。実験の目的
は以下の通りである。
・既存木造住宅の地震時崩壊挙動を把握する。
・昨年改訂された「木造住宅の耐震診断と補強方法」
（国土交通省住宅局監修、日本建築防災協会発行）に
基づいて行った耐震診断、補強の妥当性を確認する。

２．移築物件の公募条件
移築する物件を、以下の条件で公募したところ、全
部で200件を超える応募があった。
・築年数・・・25～50年（昭和30～55年建築）
・階　数・・・２階建て
・構　法・・・木造軸組構法（ツーバイフォー、
　　　　　　　プレハブ住宅は除く）
・場　所・・・兵庫県内または近傍
・棟　数・・・最大２棟
・移築工事時期：可能な範囲で物件の都合に相応

３．移築物件の概要
応募された中から、前述の条件を満たし、かつ移築
工事のための作業スペースを確保できる見通しがある、
ほぼ同一仕様、同一建設年の２棟を選定した。
選定された物件は、兵庫県明石市に建つ、築30年
の木造軸組構法２階建て住宅（以下、明石H邸と称す
る）である（外観を写真１、平面の概略を図１に示す）。
各部の仕様は表１の通りで、一部に軽微な改修等があ

るものの、A, B棟はほぼ同じ間取りである。この建設
年代の典型的な木造住宅のひとつといえる。
明石H邸について常時微動計測を行い、その結果を
表２に示す。移築工事によるわずかな初期剛性の低下
は否定できない。

４．移築工事の方法
移築工事の方法は以下のような基本的な考え方に基
づいて決定した。
・道路上を運搬するため、幅3.3 m、高さ3.8 m以内の
サイズに分割して移築する。
・主振動（図１の南北）方向の壁は損傷させない。

木造戸建て住宅の耐震補強検証実験速報

槌本　敬大　　　　　　／箕輪　親宏　　　　　　／坂本　　功
●国土交通省国土技術政策総合研究所　●独立行政法人　防災科学技術研究所　●東京大学大学院工学系研究科

写真１　移築対象物件の外観

図１　移築対象物件の平面図
ただし、 は実際に確認された筋かいの配置

表１　明石H邸の各部仕様、仕上げ表

部位 仕様・仕上げ

屋根 日本瓦葺き、葺き土あり

外壁 ラスモルタル、木ずり下地

内壁 じゅらく塗り仕上げ、土塗り下地

天井 化粧石こうボード、プリント合板（和室）

床 畳・フローリング

浴室 タイル（B棟）、ユニットバス（A棟）
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・接合部を解体するとその性能を再現するのは難しい
ため、接合部ではないところで分割し、元の材料強
度を目標として継手を設計し、補修する。
・湿式工法部分を解体するとその性能を再現するのは
難しいため、湿式工法部分の分割は必要最小限に留
め、やむを得ず分割した湿式工法壁は可能な範囲で
元のせん断性能に近くなるよう補修する。
・せん断耐力が比較的低い開口部を通るように切断面
を設け、切断部分を可能な範囲で元のせん断性能に
近くなるよう補修する。
以上の考え方に基づいて、実際の分割方法の概略は、
図２、図３の通りである。具体的には、屋根、小屋組
を手作業によって部材ごとに解体した。鉛直方向は２
階床梁と１階柱頭の間で分解し、１階部分は基礎と土
台を分離した。水平方向は、１階、２階ともに主振動方
向（図１における南北方向）に沿ってX5通りの数十cm
東側で分解した。1階の玄関を含むピースは、幅3.3m
を超えないように、玄関部分のみを分離し、別途輸送
した。
移築工事の具体的手順は、(1)養生・足場設置、(2)生
活残存物撤去、(3)瓦撤去、(4)屋根養生、(5)天井撤去、
(6)1F床組撤去、(7)外装切断（写真2）、(8)内装切断、(9)
小屋組番付・解体、(10)小屋雨養生、(11)運搬養生（写
真3）、(12)吊り具設置、(12)躯体切断、(13)ジャッキアッ
プ、(14)吊り上げ・積込み（写真4）、(15)運搬・E-ディ
フェンス搬入、(16)先行足場設置、(17)再組み立て（写
真5）、(18)養生材撤去、(19)切断部分補修（写真6）、(20)
床組復旧、(21)積載荷重設置、(22)小屋組復旧、(23)瓦
施工、(24)外壁モルタル復旧、(25)内壁充填、(26)足場
撤去、(27)準備棟→震動台試験体移動（写真7）、(28)試
験体設置である。
震動台に設置した後の概況を写真８に示す。

表２　明石H邸常時微動計測結果

図２　分割方法（A棟の場合、B棟も同様）

図３　分割・移築方法（南から見た立面図）

写真２　外壁切断 写真３　運搬養生

写真４　吊り上げ 写真５　再組み立て

写真６　切断部補修（梁） 写真７　試験体移動
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５．再構築方法の概要
各部を切断して震動台上に輸送し、再構築する際に、
各部位の再接合、補修方法は以下の通りとした。
・通し柱の補修・・・鋼板添え板＋ラグスクリュー、
グルード・イン・ロッド
・床梁、小屋梁の補修・・・L字型の特注金物方杖つ
き＋ラグスクリュー
・湿式工法部分（モルタル）・・・速乾性エポキシモ
ルタル
・湿式工法部分（じゅらく等内装）・・・ラスボード
（躯体部分とは少々隙間を空けた）＋プラスター塗り
なお、基礎は移築せず、鉄骨架台を基礎と見なして
その上に建物を再構築した。小屋組は極力旧部材を用
いて再現したが、もともと葺き土の上に日本瓦葺きで

あったものを移築後は葺き土を用いない瓦葺きとした。
積載荷重として２階床に0.6 kN/m2の重量を付与した。

６．耐震診断と補強方法
A棟、B棟の耐震精密診断による評点はそれぞれ
0.42、0.38であった。B棟の方が耐震診断の評点（充足率）
は低く、耐震性に劣る。耐震補強は以下の考え方に基
づいてB棟に対して施工した（図４）。
・基準法で想定している極めて希におこる地震を上回
る、兵庫県南部地震の激震に対しても倒壊に至らぬ
よう上部構造評点1.5以上を目指す 。
・精密診断のうち保有耐力診断法の評点によって補強
計画の最終判断をする。そのほかの診断結果は、参
考値とする。
・可能な限り、現状のプランを変えず、居住性等の機
能が損なわれないようにする。
・特殊な金物を使用せず、誰でも入手できる一般的な
材料（筋かい、構造用合板）を用いた。
・接合部低減や耐力要素による配置の低減係数がかか
らないよう、接合部を補強し、耐力要素をバランス
よく配置する。 
・接合部の先行破壊を避けるため、または極端に剛
強な金物の施工の必要がないよう壁基準耐力の上限
（14kN/m）を上回る壁を設置しない。 
・外周壁のモルタルをはがすような壁補強は避け、可
能な限り、内壁で補強する。
なお、各棟に劣化診断を実施し、一部に生物劣化

写真８　震動台上に移築された既存木造住宅２棟
　　　  （写真提供；独立行政法人建築研究所、河合直人氏）

図４　耐震補強箇所と方法
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（腐朽・蟻害）が認められたが、経年の割に軽微で
あったため、耐震診断では考慮しないこととした。

７．入力波
1995年兵庫県南部地震においてJR鷹取駅で観測さ
れた実波形（図５）をフルスケールで入力した。各成
分の最大値を表５に示す。入力方向はNS方向が建物
の桁行（Y）方向となるようにした。

　なお、表中の数値は積分変位波形の発散を防ぐため
に、別途中立軸補正を行ったものであるが、波の強さ
は原記録と同じである。

８．実験結果
JR鷹取波のフルスケール加振により、耐震補強を
しなかったA棟は倒壊し、B棟は倒壊しなかった。各
棟の２階床中央の加速度波形と、１階中央部の層間変
位の時刻歴波形をそれぞれ図５，６に示す。倒壊時の
様子を写真９に示す。
倒壊しなかったB棟においても、補強した筋かいの
引き抜け（１箇所）、補強した構造用合板を留め付け
たくぎの引き抜けなどが確認された。倒壊したA棟下
屋の鉛直構面は倒壊方向と直交方向に倒れ、当該鉛直
構面は水平力を負担していない項とが明白であった。

９．まとめ
以上より、既存木造住宅２棟を震動台上に移築し、
一方に耐震補強（精密診断による評点1.5以上）を施し、
これにJR鷹取波の減は計を入力した結果、以下が得
られた。
・耐震補強を施さない既存木造住宅（耐震精密心段位
よる評点0.42）は、倒壊に到った。
・耐震補強を行った既存木造住宅は、補強した筋かい
や構造用合板の接合に損傷が確認されたが、倒壊に
は到らなかった。

おわりに
本実験は著者以外に以下のメンバーを含めたグルー
プで検討して実施したものである。河合直人、中川
貴文（以上、建築研究所）、五十田 博（信州大学工学
部）、腰原幹雄（東京大学生産技術研究所）、杉本健一、
青木謙治、鈴木憲太郎（以上、森林総合研究所）、三
宅辰哉（日本システム設計）、藤田 聡（東京電機大学）、
古屋 治（東京都立工業高等専門学校）、佐久間順三（設
計工房佐久間）、平野 茂（一条工務店）

表５　JR鷹取波の各成分の最大値

加速度(gal) 速度(kine) 変位(cm)

NS 641.7 149.2 86.33

EW 666.2 117.0 37.78

UD 289.5 16.50 11.15

写真９　移築試験体の倒壊挙動（手前A棟、奥B棟）
　　　  （写真提供；独立行政法人建築研究所、河合直人氏）

図５　A棟の２階加速度と１階層間変位の時刻歴

図６　B棟の２階加速度と１階層間変位の時刻歴
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《日本地震工学会関連のニュース》
○地震工学会論文集・特集号について

論文集編集委員会
このたび論文集編集委員会では、各分野の横断的な
技術課題、先端的な技術課題などをはじめとする地
震工学に関するタイムリーな課題を特集号として取り
上げ、いつ、どこでも必要な学術論文を入手できる電子
ジャーナルとしての特性を積極的に活用したいと考え
ております。特集号では大会のオーガナイズド・セッ
ション（OS）やシンポジウム、会員による公募によって、
特定のテーマに関する論文や報告を募集し、論文集
として発行したいと思います。特集号のテーマの受付、
発行方法、論文・報告の募集から審査・発行までの手続き、
などの詳細は日本地震工学会・学術論文のホームページ
に掲載されていますので、ご参照ください。つきまして
は皆様の積極的な特集号への応募をお願いいたします。
http://www.jaee.gr.jp/journal/index.html

【地震工学会論文集特集号「震度計と強震計データの
利活用」投稿論文公募について】
表記の特集号への論文投稿の申し込みは１月９日に
締め切らせて頂きました。多数の応募を頂き、ありが
とうございました。しかしながら年末年始のサーバー
障害（サーバー停止期間：1/2 08:44 - 1/6 10:29、サー
バー不調期間：1/6 10:29 - 1/10 11:23）により、この期
間中に論文集特集号申し込みされた方 は、メールが学
会宛に届いていない可能性があります。そこで該当
される方は至急、学会宛にメールを再送して頂くよう、
お願い致します。（論文集編集委員会）
http://www.jaee.gr.jp/journal/index.html

○会員アンケート調査結果のご報告(1/9)
日本地震工学会では、会員の皆様へのサービス向上
を図るため、昨年11月８日～11月21日の期間、メール
による会員アンケート調査を実施させて頂きました。
このアンケートの結果がまとまりましたので以下の
サイトをご覧下さい。ご協力ありがとうございました。
http://www.jaee.gr.jp/members/questionnaire.html

○第12回日本地震工学シンポジウム(2006)
期　日： 2006年11月３日（金）～５日（日）
会　場： 東京工業大学大岡山キャンパス
　　　　（東京都目黒区大岡山２－12－１）
論文形式： ４ページ、全文審査
論文締め切り： 2006年５月初旬予定
http://www.jaee.gr.jp/news/information/sympo2006.
html

《地震災害情報》
＜2005年中国江西省の地震の関連情報＞
○2005年中国江西省の地震に関する情報をホームペー
ジに掲載しています。
http://www.jaee.gr.jp/news/disaster/2005china.html

＜2005年イラン南部の地震の関連情報＞
○2005年イラン南部の地震に関する情報をホームペー
ジに掲載しています。
http://www.jaee.gr.jp/news/disaster/2005S_iran.html

＜2005年パキスタンの地震関連情報＞
○2005年パキスタンの地震に関する情報をホームペー
ジに掲載しています。
http://www.jaee.gr.jp/news/disaster/2005pakistan.html

＜2005年宮城県沖の地震の関連情報＞
○2005年宮城県沖の地震に関する情報をホームページ
に掲載しています。
http://news.jaee.gr.jp/news/disaster/2005miyagi.html

＜2005年福岡県西方沖地震の関連情報＞
○2005年福岡県西方沖地震に関する情報をホームペー
ジに掲載しています。
http://www.jaee.gr.jp/news/disaster/
2005hukuoka_W.htm

○九州大学の福岡県西方沖地震　調査・観測情報
http://fukuokaeq.arch.kyushu-u.ac.jp/index.htm

日本地震工学会ニュース　No.113
（2006 年１月 13 日配信）
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《国の地震防災情報》
○地震調査研究推進本部
「全国を概観した地震動予測地図」報告書
(2005/12/14更新)
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/
05mar_yosokuchizu/index.htm

《新刊紹介》
○「日本の地形・地盤デジタルマップ CD-ROM付」若松加
寿江・久保純子・松岡昌 志・長谷川浩一・杉浦正美 著
本書は地形・地盤特性の GIS(地理情報システム)デー
タベースであるが、これまでの同種のデータベースとは
異なり、日本全国を対象に統一基準に基づき地形区分が
行われている。内容は、データの解説に加えて、高潮や
洪水氾濫による浸水域の予測、地盤の平均Ｓ波速度分布
の推定、液状化危険度の予測、流域単位の潜在的侵食
速度分布の推定手法とその成果図となっている。付属の
CD-ROMには、地形分類、表層地質(地質時代区分)、標高、
傾斜、起伏量などの数値データが約1km四方の基準地域
メッシュ単位で保存されている。ファイル形式は、GIS
ソフトにそのまま組み込めるMapInfo TAB形式、Shape 
File形式に加え、ASCII形式(テキストデータ)、高解像度
のサンプル画像(ビットマップ形式)の４種類とユーザー
の便宜にも気を配られている。地震ハザード評価をはじ
めとして自然災害の被害分析、建設、地理、教育、環
境など多方面での本書の活用が期待される。内容は、
http://www.utp.or.jp/shelf/200511/060748.html
でも紹介されている。

（弘前大 片岡俊一）
A5判・函入 112頁＋CD-ROM １枚
価格：9,000円 (税別)
発行：東京大学出版会　ISBN4-13-060748-0
発行年月：2005年11月

○「地盤液状化の物理と評価・対策技術」吉見吉昭・福
武毅芳　著
液状化や流動のメカニズムを最新の知見で解説し、
液状化地盤に構造物を設計するための解析技術のノウ
ハウを提示。液状化の周辺分野の知識も平易かつ体系
的にまとめ、解析法は簡易法から詳細解析まで記述し
てあるので、実務者にも研究者にも理解しやすい内容
になっている。また、実験、構成式、解析にあたって
は、構造工学と地盤工学の専門家間の相互理解を深め
るよう心がけるとともに、図、コラム、脚注、付録な
どを多く用い丁寧な解説を施しているので、読者の理
解を大いに助けるだろう。

A5版330ページ
定価：4,000円 (税別)
発行：技報堂出版
発行年月：2005年10月

《行事案内行事予定・論文募集（関連学協会を含む）》
○ Journal of Earthquake Engineering and Structural 
Dynamics -Special Issue on Seismic reliability 
analysis of structures-
原稿締切： 2006年７月31日
http ://www3. interscience .wi ley .com/cgi -bin/
fulltext/112216680/main.html,ftx_abs

○(社)物理探査学会 第２回地震防災シンポジウム
「首都圏の地下構造と地震防災」
主催：(社)物理探査学会　地震防災研究会
共催：(社)物理探査学会　地盤探査研究会
         大都市大震災軽減化特別プロジェクト１
         東京工業大学 都市地震工学センター
日時：平成 18 年１月 20日（金） 10：00-17：20
会場：早稲田大学国際会議場
　       （総合学術情報センター内）
お申込み及び詳細は下記のホームページまで
http://www.segj.org/research/bosai/j_sympo3_prog.
html

○第７回都市地震防災セミナー（東京）
日時：2006年１月24日
主催：21世紀COE「都市地震工学の展開と体系化」
　　　東京工業大学都市地震工学センター (CUEE)
http://www.cuee.titech.ac.jp/Japanese/Events/Data/
seminar_060124.html

○第55回理論応用力学講演会　講演募集
開催日：2006年１月24日(火)～26日(木)
開催場所：京大会館（〒606-8305　京都市左京区吉
田河原町15－９）
http://news-sv.aij.or.jp/nctam/

○【震災対策技術展(横浜）シンポジウム
「安全な住宅はいのちを救うー日本と諸外国を対象
としてー」のご案内】
　脆弱建造物の改修と人口集積地域の地震防災対策
推進とその方策に関する研究委員会では、２月２日
午後に震災対策技術展横浜会場にてシンポジウムを
開催いたします。国内外の講師により、脆弱建造
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物の地震防災対策を推進するための先進的な技術・
行政制度・コミュニティー活動を紹介しますので、
奮ってご参加ください。
１）シンポジウム概要
　日時：２月２日（木）　12:30-16:00
　場所：横浜国際平和会議場（パシフィコ横浜）204会場
　定員：150名、資料代：1,000円
　プログラム・講演者等は下記のＷＥＢにてご確認く
ださい。
http://www.exhibitiontech.com/etec/seminar-y.html
２）お申込み
　「震災対策技術展」事務局　担当： 兼松
  事前登録用ＷＥＢ：
http://www.exhibitiontech.com/etec/syotaiken.html

○第25回震災予防協会講演会「災害列島の自然を考え
る：地震・火山・津波と日本人」
　日時：2006年２月３日（金）13:00－16:25
　場所：パシフィコ横浜
　主催：震災予防協会
　参加費：1000円（資料代を含む）
　講演（全て仮題）：
・日本列島の土台を創った巨大地震

平　朝彦（(独)海洋研究開発機構）
・巨大津波のなぞにせまる

佐竹健二（(独)産業技術総合研究所）
・巨大噴火の歴史と日本人 

鎌田浩毅（京都大学）
（司会：武村雅之（鹿島建設））
http://wwwsoc.nii.ac.jp/kazan/J/

○ニュージーランド地震工学会(New Zealand Society 
for Earthquake Engineering)
　年次大会講演募集
　日時： 2006年3月10-12日
　場所： Napier, New Zealand
　アブストラクト締切： 2005/10/13
　詳しくは下記をご覧下さい。
http://www.nzsee.org.nz/EVENTS/nzsee2006firstcall.pdf

○ 100th Anniversary Earthquake Conference-
Commemora t i ng  the  1906  San  Franc i s co 
Earthquake- (San Francisco, California, USA)
　日時：2006年４月18-22日
　※下記からレジストレーションができます。
http://www.1906eqconf.org/fullconfReg.htm

○3rd International Symposium on
"THE EFFECTS OF SURFACE GEOLOGY ON 
SEISMIC MOTION" 　ESG 2006
　日時： 2006年８月30日- ９月１日
　場所： Grenoble, France
http://esg2006.obs.ujf-grenoble.fr

○ 1st  European Conference on Earthquake 
Engineering and Seismology
　日時： 2006年９月３- ８日
　場所： Geneva, Switzerland
http://www.ecees.org

○5th International Conference on Seismology and 
Earthquake Engineering
　日時：　2007年５月14-16日
　場所：　Tehran, Iran
　アブストラクト締切：2006年６月１日
http://www.iiees.ac.ir/SEE5

○ 9th Canad ian Conference  on Earthquake 
Engineering
日時： 2007年６月27-29日
場所： Ottawa, Canada
http://www.9ccee.ca/

○14th World Conference on Earthquake Engineering 
(14WCEE)
　日時：2008年10月12-17日
　場所：Beijing, China
http://www.14wcee.org

○その他の行事等は下記のページをご覧下さい。
http://www.jaee.gr.jp/news/information/index.html

JAEE NEWSのバックナンバーは
http://www.jaee.gr.jp/news/back_number/index_b.
html
で御覧いただけます。
JAEE NEWSへのお問い合わせ・ご意見は admin-
n@news.jaee.gr.jp にお寄せください。

入会・資料等の問い合わせは
事務局（office@general.jaee.gr.jp, 電話：03－5730－
2831、FAX：03-5730-2830）にお寄せください。
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＜主催行事＞
日　　程 行　事　名 開催場所

 2006年
11月３～５日 第12回日本地震工学シンポジウム 東京工業大学

＜共催行事＞

 2006年
１月24～26日 第55回理論応用力学講演会 京大会館

＜関連団体行事＞

 2006年
２月２日～３日 第10回震災対策技術展 横浜

２月３日 第25回震災予防協会講演会「災害列島の自然を考える：地震・火山・
津波と日本人」 パシフィコ横浜

３月９～11日 防災に関する国際シンポジウム (ISMD 2006) 高知工科大学

３月10～11日 ACEE2006 (Asia Conference on Earthquake Engineering)　 Manila, Philippines

３月10～12日 ニュージーランド地震工学会 New Zealand

３月22～23日 第10回震災対策技術展 福岡

４月18～22日 100th Anniversary Earthquake Conference
 -Commemorating the 1906 San Francisco Earthquake- San Francisco, USA

７月23日～27日 ASME（米国機械学会） Pressure Vessels and Piping Conference 
2006 Vancouver, Canada

８月14～17日 STESSA2006 (Behaviour of Steel Structures in Seismic Areas) 　 東京

８月30～９月１日
3rd International Symposium on
“THE EFFECTS OF SURFACE GEOLOGY ON SEISMIC MO-
TION” 　ESG 2006

Grenoble, France

９月３～８日 First European Conference on Earthquake Engineering and Seis-
mology Switzerland

 2007年
５月14～16日

Fifth International Conference on Seismology and Earthquake 
Engineering Tehran, Iran

６月27～29日 9th Canadian Conference on Earthquake Engineering Ottawa, Canada

 2008年
10月12～17日 The 14th World Conference on Earthquake Engineering (14WCEE) Beijing, China

年間カレンダー
日本地震工学会　主催・共催・関連団体行事予定一覧 2006年1月現在
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下記の企業・団体は日本地震工学会の法人会員（2006年度）として，地震工学の発展に貢献されています。

日本地震工学会会長　小谷 俊介

【特級】
（建設）
株 式 会 社 大 林 組
鹿 島 建 設 株 式 会 社
大 成 建 設 株 式 会 社
（電気･ガス・鉄道）
関 西 電 力 株 式 会 社
東 京 電 力 株 式 会 社
（各種団体）
社 団 法 人 プ レ ハ ブ 建 築 協 会

【Ａ級】
（建設）
株 式 会 社 奥 村 組
小 田 急 建 設 株 式 会 社
株 式 会 社 熊 谷 組
清 水 建 設 株 式 会 社
株 式 会 社 竹 中 工 務 店
戸 田 建 設 株 式 会 社
（設計･コンサルタント）
株式会社阪神コンサルタンツ
（電気･ガス・鉄道）
四 国 電 力 株 式 会 社
中 部 電 力 株 式 会 社
東 北 電 力 株 式 会 社
（各種団体）
社団法人静岡県建築士事務所協会
社 団 法 人 土 木 学 会
社 団 法 人 日 本 建 築 学 会
財 団 法 人 日 本 建 築 セ ン タ ー
社 団 法 人 文 教 施 設 協 会

【Ｂ級】
（建設）
安 藤 建 設 株 式 会 社
東 亜 建 設 工 業 株 式 会 社
東 急 建 設 株 式 会 社
飛 島 建 設 株 式 会 社

（設計･コンサルタント）
株式会社建設技術研究所大阪本社
ジェイアール東海コンサルタンツ株式会社
中央復建コンサルタンツ株式会社
株 式 会 社 長 大
株 式 会 社 東 京 建 築 研 究 所
東 電 設 計 株 式 会 社
株 式 会 社 ニ ュ ー ジ ェ ッ ク
（電気･ガス・鉄道）
九 州 電 力 株 式 会 社
電 源 開 発 株 式 会 社
日 本 原 子 力 発 電 株 式 会 社
東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社
北 陸 電 力 株 式 会 社
（官公庁･公団･公社）
国土交通省国土技術政策総合研究所
独立行政法人防災科学技術研究所
（各種団体）
危 険 物 保 安 技 術 協 会
社 団 法 人 建 築 業 協 会
全 国 建 設 労 働 組 合 総 連 合
社団法人全国地質調査業協会連合会
損 害 保 険 料 率 算 出 機 構
財 団 法 人 電 力 中 央 研 究 所
財 団 法 人 日 本 建 築 防 災 協 会
（建材･システムなど）
株式会社エヌ・ティー・エス
ジ ャ パ ン シ ス テ ム
サ ー ビ ス 株 式 会 社
東 京 鉄 鋼 株 式 会 社

【Ｃ級】
（建設）
五 洋 建 設 株 式 会 社
東 洋 建 設 株 式 会 社
株 式 会 社 福 田 組
株 式 会 社 本 間 組
真 柄 建 設 株 式 会 社

（設計･コンサルタント）
株 式 会 社 大 崎 総 合 研 究 所
基礎地盤コンサルタンツ株式会社
株 式 会 社 構 造 計 画 研 究 所
ジェイアール西日本コンサルタンツ株式会社
株式会社システムアンドデータリサーチ
株 式 会 社 篠 塚 研 究 所
株式会社スリーエーコンサルタンツ
株式会社ダイヤコンサルタント
財団法人地域地盤環境研究所
株 式 会 社 日 建 設 計
株式会社安井建築設計事務所
（電気･ガス・鉄道）
東 邦 ガ ス 株 式 会 社
（官公庁･公団･公社）
独立行政法人港湾空港技術研究所
（各種団体）
財団法人愛知県建築住宅センター
財団法人大阪建築防災センター
社団法人高層住宅管理業協会
構造調査コンサルティング協会
財団法人国土技術研究センター
財 団 法 人 防 衛 施 設 技 術 協 会
千 葉 県 耐 震 判 定 協 議 会
社 団 法 人 日 本 ク レ ー ン 協 会
社 団 法 人 日 本 ガ ス 協 会
社団法人日本建築構造技術者協会
財団法人日本建築設備・昇降機センター
財団法人日本建築総合試験所
社 団 法 人 日 本 免 震 構 造 協 会
日本木造住宅耐震補強事業者協同組合
財団法人宮崎県建築住宅センター
（建材･システムなど）
エ イ ム 株 式 会 社
株式会社ＣＲＣソリューションズ
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日本地震工学会のご案内

１．日本地震工学会の目的
　我が国は、世界でも有数の地震国であり、古くから世界をリードする地震学ならび耐震技術に関する学問や技術開
発が行われてきました。ところが、これらの活動は、これまで、建築、土木、地盤、地震、機械等の分野に分かれて行
われてきており、地震工学としてまとまった活動を行う学会がありませんでした。しかし、たとえば1995年兵庫県南
部地震による被害を見ても明らかなように、大都市の耐震性を向上させるためには、関連した各分野の研究者や実務
者が協力して、問題解決に当たる必要があります。
　このようなことから、2001年１月１日に日本地震工学会が発足しました。日本地震工学会の目的は、地震工学の進
歩および地震防災事業の発展を支援し、もって学術文化と技術の進歩と地震災害の防止と軽減に寄与することにあり
ます。

２．日本地震工学会はどのような分野を対象としているか
　日本地震工学会は、これまでの地震工学関係の研究者や技術者のみならず、地震そのものや地震による災害に関わ
るあらゆる分野の人々にとって有益な交流の場となるものであります。したがって、これまでに耐震工学に関わって
きた人々は勿論のこと、行政や公益事業に関わる人々、あるいは地域計画や心理学などの人文・社会科学に関する研究
者、さらには医療関係者など、地震による災害に関わりのある分野を対象としています。
　日本地震工学会が対象とする分野はこのように大変幅広いものですが、これをもうすこし具体的に示すと、地震動
や活断層の工学的評価、建築物、道路・鉄道施設、電力・上下水道・ガス・通信等のライフライン施設、地盤・土構造物、
河川施設、港湾施設、機械施設等多岐にわたる施設・構造物の地震前の耐震化、地震時の機能維持、地震後の復旧な
どのほか、国や自治体の地震防災対策、地域防災計画、地震危険度評価、発災後の対応、医療対策、震災時の救援救
急システム、震後復興、地震災害調査と分析、さらには国際的な震災軽減の技術的支援、地震防災教育などの分野と
なります。

３．日本地震工学会はどのような活動を行うか
　日本地震工学会は、電子メディアを活用して充実した論文集を効率的に会員の皆さんにお届けするほか、会員の皆
様にインターラクティブな情報交換の場を提供します。また、年次学術講演会などの定期的な研究発表会の開催、地
震工学・地震防災関連の講習会や研修会の開催、調査・研究プロジェクトの指導・推進、新技術の評価、耐震基準の開発・
普及、技術者の生涯教育支援、地震防災施策の提言、地震工学・地震防災分野における国際交流ならびに国際貢献を
担う活動、地震工学の広い分野が連携した地震災害調査とその成果の公表、などを行っています。

４．日本地震工学会はどのような組織か
　日本地震工学会は、会員の会費に支えられた任意団体として活動を行っています。活動の充実とともに、将来は法
人格をもった団体に発展させます。
　会則、学会組織、役員、最近の活動状況などの詳しい情報は下記の日本地震工学会のホームページをご覧下さい。

http://www.jaee.gr.jp/
事務局　　〒108-0014 東京都港区芝5-26-20 建築会館　日本地震工学会
　　　　　E-mail : office@general.jaee.gr.jp、Tel : 03-5730-2831、Fax : 03-5730-2830

５．歴代会長
　　・初代会長　　青山博之　　・第二代会長　岡田恒男　　・第三代会長　土岐憲三
　　・第四代会長　石原研而　　・第五代会長　入倉孝次郎　・現会長　　　小谷俊介
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日本地震工学会　入会案内

　日本地震工学会は、これまでの地震工学関係の研究者や技術者のみならず、地震そのものや地震による災害に関わ
るあらゆる分野の人々にとって有益な交流の場となるものであります。したがって、これまでに耐震工学に関わって
きた人々は勿論のこと、行政や公益事業に関わる人々、あるいは地域計画や心理学などの人文・社会科学に関する研究
者、さらには医療関係者など、地震による災害に関わりのある分野の方々を対象としています。

▼ 申込方法
　個人会員（正会員・学生会員）用及び法人会員用の申込書（PDF ファイル）は、ホームページ（http://www.jaee.
gr.jp/）からダウンロードすることができます。必要事項を直接記入して、事務局に郵送もしくはファックスするか、
Adobe Acrobat で必要項目を記入して保存し、そのファイルを電子メールに添付して事務局にお送りください。

事務局　　〒108-0014 東京都港区芝5-26-20 建築会館 日本地震工学会
　　　　　E-mail : office@general.jaee.gr.jp、Tel : 03-5730-2831、Fax : 03-5730-2830

▼ 年会費
 ◇会費種別と年会費 ◇年度途中入会の年会費
 会員種別 会費 入会金  入会の申込日 正会員 学生会員

 正会員 10,000円 1,000円  ３～５月 10,000円 3,000円

 学生会員 3,000円 なし  ６～８月 7,500円 2,250円

 法人会員 特級 200,000円以上 なし  ９～ 11月 5,000円 1,500円

  A級 100,000円 なし  12 ～２月 2,500円 750円

  B級 50,000円 なし *法人会員は年度途中入会でも通年の会費を

  C級 20,000円 なし  納めて頂きます。

▼ 一般規則で定める会員資格
【正会員の資格】
　地震工学・地震防災の分野に関する学歴・経験をもつ個人で次の各号の一つに該当する者。
(1) 大学を卒業した者
(2) 高等専門学校または同程度以上の学校を卒業し、実務経験を持つ者
(3) 高等学校を卒業し、実務経験を持つ者
(4) 上記の分野以外を専門とする者または外国の学校を卒業した者の正会員としての資格は前各号に準じ、かつ、この
会の目的に寄与するに必要な学識経験を持つ者
(5) その他理事会で、前各号と同等以上の資格ありと認められた者

【学生会員の資格】
　地震工学あるいは地震防災に関連する学術・技術を学ぶため、大学院、大学、専門学校、高等学校およびこれに準
ずる学校に在学中の個人

【法人会員の資格】
　地震工学あるいは地震防災およびこれらに関連する次の事業を営む法人等とする。
(1) 建設業、建設設計業、建設コンサルタント、建材業、その他これらに準ずるもの
(2) 製造業、公益事業、報道・情報事業、保険業、その他これらに準ずるもの
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▼ 入会の承認と資格の発効
　入会申込書受理後、理事会の審査を経て入会が承認されます。理事会の審査は入会申込書受理月の翌月に行われま
す。なお、理事会での入会承認後に、会員証と会費請求書が送付されます。
会員としての効力は、正会員にあっては入会金および会費を、学生会員および法人会員にあっては会費を納めたとき
に生じます。

▼ 会員の特典
【正会員・学生会員】
1. 役員の選挙権と被選挙権を持ちます。（正会員のみ）
2. 総会における議決権をもち、総会に出席して意見を述べることができます。（正会員のみ）
3. 日本地震工学会「JAEE NEWS」のメール配信を受けられます。
4. 日本地震工学会のホームページから「地震工学論文集」を閲覧・入手できます。
5. 日本地震工学会「JAEE NEWS」や「コラム」への投稿ができます。（ただし、掲載の可否および掲載号については当
会に一任させて頂きます。）

6. 日本地震工学論文集に論文発表ができます。（ただし、審査があります。）
7. 日本地震工学研究発表・討論会で論文発表ができます。
8. 研究発表会、講習会、講演会、見学会等に会員割引で優先的に参加できます。
9. 委員会に委員として参加する資格が得られます。

【法人会員】
1. 正会員・学生会員の上記特典のうち「5.」,「6.」,「7.」を除く特典。ただし、法人会員には被選挙権はありません。
2. その他に次の特典があります。

特　典　内　容
法人会員種別

特級 A級 B級 C級

講習会等の行事に会員会費で参加できる人数 12人 ６人 ３人 １人

地震工学会会誌への広告の割引掲載 掲載箇所等については当会に
一任させて頂きます。

研究発表会等の催し物会場でのパンフレット配布 制限のある場合もあります。

学会ホームページと法人会員ホームページとの
リンク 法人会員リンク集を掲載します。

法人会員のイベント情報等の学会ホームページへの
掲載

掲載の時期、掲載箇所等については当会に一
任させて頂きます。



編集後記：

　2005年11月に京都で開催された大会で、第４回目を数えた日本地震工学会大会もいずれの会場でも盛会に終
始したとの声が多数届いております。学会が順調に発展しつつあることを喜ばしく感じております。
　本号の特集では、土木系耐震技術を取り上げる予定でしたが、耐震技術について議論する前に構造物の応答、
さらに前段階の入力地震動について、土木系技術者の悩みや考え方、最新の研究動向について整理しておいて
もよいのではないかと考え、原稿執筆の依頼をさせていただきました。すなわち、特集にタイトルをつけると
すれば「入力地震動と土木構造物の応答」といったものを企図したつもりです。このような漠然とした要望を
深く斟酌して頂き、すべての執筆者の方から大変力のこもった原稿をいただきました。大変感謝しております。
冊子として発刊されることになった日本地震工学会誌も今回でNo.3、ますます充実させなければならないとい
う気負ばかりでやや空回りした感はありましたが、仕上がりはいかがなものになっているでしょうか。皆様の
知的興奮を若干でも刺激するものになっていれば幸いです。

日本地震工学会会誌編集委員会委員長　森下　正樹（核燃料サイクル開発機構）
同委員　中瀬　　仁（東電設計株式会社）　　　

編集委員

 委員長 森下　正樹 日本原子力研究開発機構
 幹　事 古屋　　治 東京都立工業高等専門学校
 委　員 渡邊　鉄也 埼玉大学
 委　員 五十田　博 信州大学
 委　員 大保　直人 鹿島建設
 委　員 中瀬　　仁 東電設計
 委　員 三宅　弘恵 東京大学地震研究所
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